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【理由別（一般会計）】 【平成28年度当初予算（一般会計）の状況】
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区　　　　　分 増減額 区　　　分 28年度当初予算

知 事 に よ る 事 業 追 加
歳 入 予 算 額
（ 財 源 対 策 前 ）

7,15４ 億円【別紙「平成28年度当初予算要求からの主な追加・拡充事業一覧」参照】

② H27 補 正 予 算 案 関 連

歳 出 予 算 額 7,19１ 億円
③ そ の 他

投
資
的
経
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公 共 事 業 等 費
地方振興事業調整費

国直轄事業負担金

災害復旧事業費

一般会計の計

特別会計の計 253,972 253,972 0

( △ 348 ) ②
76,653 75,992 △ 661

障害者福祉施設整備費

農林水産物ブランド化推進事業費
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安心こども基金事業費

空路利用促進事業費

学力向上総合推進事業費

地域医療介護総合確保事業費 △ 1,043
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配 付 資 料 １

（財　　政　　課）

平成２８年２月１５日

平成２8年度当初予算要求額からの増減

区　　　　分 主な変動要因と増減額（丸数字は理由別）



（単位：千円）
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 ※ 増額欄の上段(       )は一般財源

①

私立学校施設の耐震 私立学校施設の耐震化を促進するため、耐震化工事に対する 5,000

化工事に対する助成 補助上限額を10,000千円から15,000千円へ引き上げる。 20,000

（要求額） 65,400 （予算額） 85,400

③

181,000

181,000

（要求額） 21,250 （予算額） 202,250

国際定期路線開設事

業（インバウンドの

て）

東アジアの主要都市との直行便開設によるインバウンド拡大

さらなる誘客に向け 援するとともに、ＬＣＣを含めた航空会社への働きかけを強

2,500

ション支援事業

【新】 スポーツ大会や合宿誘致を行うことで、地域の活性化を目指

す県と連携したスポーツコミッションの取組を支援するため

環境学習資材等作成

事業

【新】 寄島干拓地でメガソーラー事業を行う企業からの寄附金を活

用し、学校等での環境学習をよりよく進めるため、必要な資

材等の作成を行う。

⑧

（要求額）

3,734

3,734

（要求額） 0 （予算額） 3,734

（要求額） 0 （予算額）

0

2,500

の補助を創設する。

1,000

平成２８年度当初予算要求からの主な追加・拡充事業一覧

番号 事 業 名 事 業 概 要

②

⑤

⑥

⑦

増 額

20,000

40,000

（予算額） 88,000

市町村が実施または補助する、廃校舎等の空きスペースを活

用した交流施設の整備や、住民等が協働して実施する移動販

売の取組等について、補助額を倍増する。

（要求額） 48,000

生き活き拠点形成支

援事業

【新】

ナショナルチームのキャンプ誘致に結びつけるため、チーム

等の交通費、滞在費等を支援する補助金について、要求額を

を目指すなか、就航の計画が示された香港線の安定運航を支

化し、早期の新規路線開設に結びつける。

地域スポーツコミッ

【新】 造血幹細胞移植を推進するため、骨髄等のドナー及びドナー

骨髄・末梢血幹細胞 が従事する事業所に対し、助成を行う市町村を支援する。

ドナー支援事業

0 （予算額）

2,500

2,500

ナショナルチーム

キャンプ支援事業 倍増し、5,000千円とする。

【新】

（要求額） 6,800 （予算額） 9,300

1,000

1,000

④

地方振興事業調整費 県民局が実施する緊急性の高い事業について、より早急かつ 55,000

柔軟に対応するため、事業費を増額する。 100,000

（要求額） 833,142 （予算額） 933,142



（単位：千円）

番号 事 業 名 事 業 概 要 増 額

（ ）

→ 

（ ）

→ 

（ ）

→ 

（ ）

から7.5haに拡大する。

→ 

（ ）

→ 

（ ）

→ 

（ ）

→ 

（ ）

0

 ※ 増額欄の上段(       )は一般財源 0

⑫

637,925

要求額 

予算額 

303,356

本県への本社機能移転を一層促進するため、補助要件の緩和

等を行うとともに、用地、オフィス取得費等、移転経費に係

る新たな補助メニューを追加する。

企業誘致制度（本社

機能移転促進補助金）

⑭

【新】

未来へつなぐ！岡山

果樹生産パワーアッ

ププロジェクト

【制度改正】

（予算額） 49,692

教師業務アシスタン 教員の事務業務を支援するアシスタントの配置について、現

⑬

をさらに40校追加して90校とする。

空き家等除却支援 し、さらに30件増やし80件とする。

（予算額） 86,098

【新】

立地企業のための再

県内工場への再投資を促進するため、競争力の強化に必要な

（要求額） 10,000

⑮

0

0

（予算額） 00（要求額）

遣事業

【新】 教員に代わり運動部活動指導を行う支援員の配置について、

運動部活動支援員派 26校の要求に対し、さらに24校増やし50校とする。

7,500

7,500

（要求額） 7,500 （予算額） 15,000

15,809

15,809

（要求額） 18,180 （予算額） 33,989

6,000

38,265

339,353

434,569
計

25,549

ト配置事業 行の35校から15校拡充して50校とする要求に対し、拡充校数

（要求額） 47,833

の拡充

事業 （予算額） 16,000

6,000

白桃の産地供給力をさらに高めるために、農業団体等が産地

拡大に向けて取り組む際に県が支援する農地面積を、4.5ha

10,261

10,261

【新】 空き家の除却工事等に対する補助について、50件の要求に対

円を倍増し15,000千円とする。

設備投資に対する支援を行う事業について、要求額7,500千

投資サポート事業

（要求額） 39,431

⑨

⑪

アジア総合プロモー アジア地域でのさらなる認知度向上と誘客拡大を図るための 6,000

ション事業 情報発信事業について、台湾に加え、近年本県への宿泊者が 6,000

大きく伸びている香港・タイを追加する。

（要求額） 38,962 （予算額） 44,962

⑩



平成２８年２月

☀ 晴れの国おかやま ☀

平成２８年度 当初予算のあらまし

岡 山 県

岡山県マスコット
ももっち うらっち

配 付 資 料 ２

財 政 課
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岡山県

区　分
27年度

当初予算額 A
28年度

当初予算額 B
増減額
B-A

B/A(%)

一般会計 705,570 719,095 13,525 101.9

特別会計 270,853 253,972 △ 16,881 93.8

企業会計 12,348 12,996 648 105.2

合　計 988,771 986,063 △ 2,708 99.7

（単位：百万円）

72.9%

25.8%

1.3%

一般会計
7,191億円

特別会計(14会計）
2,540億円

企業会計（２会計）
130億円

平成２８年度当初予算の規模

平成２８年度当初予算
【予算編成の基本的な考え方】

【予算額】

全 会 計
9,861億円

特別会計（14会計）・・・母子父子寡婦福祉資金貸付金、岡山県営食肉地方卸売市場、造林事業等、林業改善資金貸付金、沿岸漁業改善資金貸付金、中小企業支援資金貸付金、

企業会計（2会計） ・・・岡山県営電気事業、岡山県営工業用水道事業

－１－

平成２８年度は、「晴れの国おかやま生き活きプラン」に掲げる行動計画の最終年度であること、喫緊の課題である人口
減少問題の克服と本県の持続的な発展の実現に向けたおかやま創生の取組を本格的に展開する年度であることから、おかや
ま創生の実現に向けた確実な道筋を示すとともに、「晴れの国おかやま生き活きプラン」の総仕上げにより、県民の皆様に
確かな実感ある成果を届けるための予算編成としました。

※一般会計予算の増要因
社会保障関係費や地方消費税清算金・市町村交付金などが増

えたことなどにより、1.9%の増となりました。

※

内陸工業団地及び流通業務団地造成事業、公共用地等取得事業、後楽園、港湾整備事業、流域下水道事業、収入証紙等、用品調達、公債管理

平成２８年度当初予算の概要



岡山県

34.2%

9.5%

4.4%

23.2%

10.4%

10.8%

3.4% 4.1%

県 税

地方消費税清算金

繰入金

地方譲与税等

国庫支出金

県 債

地方交付税

単位：億円
構成比：％

歳入予算の内訳

平成２８年度当初予算の概要

臨時財政対策債：国が交付すべき地方交付税が不足した場合に、その代替として発行
する地方債。返済に要する費用は後年度に地方交付税で手当される。

地方譲与税等 ：地方譲与税＋地方特例交付金＋交通安全対策特別交付金

自主財源 ：地方公共団体が自らの機能に基づき収入しうる財源。県税、繰入金、
使用料・手数料など

依存財源 ：国により定められた額を交付されたり割り当てられたりする財源。
地方交付税、国庫支出金など

臨時財政対策債 396億円

歳入は、平成2７年度に比べ1.9％、約135億円の増となりました。これは、臨時財政対策債を含む県債や地方譲与税等が減となった一方

で、税制改正や個人消費の持ち直しなどにより、県税や地方消費税清算金が大きく増加したことなどによります。

－２－

2,457億円

685億円

318億円

1,668億円

749億円

777億円

247億円

その他
290億円

その他 ：諸収入、使用料及び手数料、分担金及び負担金、財産収入、寄附金

51.2%

48.8%

歳 入

7,191億円

自主財源
3,679億円

依存財源
3,512億円

※各項目は億円未満の金額を四捨五入しているため
合計額と合わないことがあります。

予算額
B

増減額
B-A

増減率(%)
(B-A)/A

237,368 245,686 8,318 3.5

63,401 68,469 5,068 8.0

35,533 31,820 △ 3,713 △ 10.4

166,400 166,800 400 0.2

72,032 74,906 2,874 4.0

86,179 77,710 △ 8,469 △ 9.8

うち臨時財政対策債 44,800 39,600 △ 5,200 △ 11.6

19,638 24,749 5,111 26.0

25,019 28,955 3,936 15.7

705,570 719,095 13,525 1.9

（単位：百万円）

合　計

その他

繰入金

県債

国庫支出金

地方交付税

地方譲与税等

地方消費税清算金

県税

平成28年度当初予算額平成27年度
 当初予算額

A



岡山県

歳出予算の内訳（性質別）

平成２８年度当初予算の概要

公共事業等費：公共事業費、道路・橋梁等の維持修繕経費、公共施設の建設・改良費

人件費：職員人件費 県全体の職員定数 24,800人 H28.4.1現在見込み］
（知事部局・諸局 3,827人、教育委員会 17,030人、警察本部 3,943人）

運営費：行政サービスの提供に必要な基本的な経費

31.1%

14.6%

13.4%

16.9%

3.9%

10.6%

8.0%

1.0%

0.5%

人件費

公債費

社会保障関係費

運営費

災害復旧事業費

事業費

公共事業等費

その他

76.0%

14.5% 性質別歳出

7,191億円

国直轄事業負担金

義務的経費

一般行政
経費

投資的経費

公債費：県債の元金・利子の返済に要する経費（取扱事務費を含む）

社会保障関係費：法律等によって県負担が義務付けられている、医療、介護、子育て、

事業費：県が政策判断により取り組む事業に要する経費（投資的経費に分類されるもの以外）

国直轄事業負担金：国直轄事業の負担金（県が徴収し国へ納付する受益者負担金を含む）

－３－

単位：億円
構成比：％

歳出は、人件費や公債費、社会保障関係費などの義務的経費が全体の76％を占めています。性質別では、平成2７年度と比べ、義務的

経費が1.9％、約104億円の増、一般行政経費が3.6％、約37億円の増、投資的経費が0.8％、約6億円の減となりました。

2,235億円

1,047億円

966億円

1,213億円

284億円

760億円

576億円

76億円

33億円

その他：税関係交付金など、社会保障関係費以外の県負担で支出が義務付けられるもの

9.5%

685億円

1,044億円

5,462億円

※各項目は億円未満の金額を四捨五入しているため
合計額と合わないことがあります。

障害福祉等の経費

予算額
B

増減額
B-A

増減率(%)
(B-A)/A

535,788 546,202 10,414 1.9

人 件 費 225,333 223,508 △ 1,825 △ 0.8

公 債 費 105,129 104,731 △ 398 △ 0.4

社会保障関係費 93,305 96,615 3,310 3.5

そ の 他 112,021 121,348 9,327 8.3

100,747 104,409 3,662 3.6

運 営 費 28,875 28,417 △ 458 △ 1.6

事 業 費 71,872 75,992 4,120 5.7

69,035 68,484 △ 551 △ 0.8

公共事業等費 58,365 57,555 △ 810 △ 1.4

国直轄事業負担金 7,277 7,607 330 4.5

災害復旧事業費 3,393 3,322 △ 71 △ 2.1

705,570 719,095 13,525 1.9

（単位：百万円）

合　計

平成28年度当初予算額平成27年度
 当初予算額

A

投資的経費

一般行政経費

義務的経費



岡山県

25.4%

17.3%

15.6%

14.6%

7.9%

6.6%

5.3%

1.3%

歳出予算の内訳（目的別）

教育費

民生費・衛生費

諸支出金

土木費

公債費

警察費

総務費

農林水
産業費

労働費・商工費

目的別歳出

7,191億円

その他

その他：議会費、災害復旧費、予備費単位：億円
構成比：％

－４－

歳出予算を目的別に見ると、教員（市町村立小・中学校、県立学校）の人件費を含む教育費や、社会保障関係費を含む民生費・衛生費、

地方消費税の清算金・市町村交付金を含む諸支出金が大きな割合を占めています。

1,828億円

1,247億円

1,124億円

1,047億円

569億円

473億円

382億円

378億円

91億円

51億円 0.7%

5.3%

※各項目は億円未満の金額を四捨五入しているため
合計額と合わないことがあります。

予算額
B

増減額
B-A

増減率(%)
(B-A)/A

教 育 費 182,385 182,770 385 0.2

民生費・衛生費 120,281 124,687 4,406 3.7

諸 支 出 金 104,552 112,392 7,840 7.5

公 債 費 105,129 104,731 △ 398 △ 0.4

土 木 費 60,469 56,912 △ 3,557 △ 5.9

警 察 費 45,867 47,337 1,470 3.2

農 林 水 産 業 費 34,535 38,215 3,680 10.7

総 務 費 36,672 37,820 1,148 3.1

労働費・商工費 10,493 9,105 △ 1,388 △ 13.2

そ の 他 5,187 5,126 △ 61 △ 1.2

合　計 705,570 719,095 13,525 1.9

（単位：百万円）

平成28年度当初予算額平成27年度
 当初予算額

A

平成２８年度当初予算の概要



岡山県

県民１人当たりの歳入・歳出予算

歳 入 歳 出

平成2８年度の一般会計予算総額を岡山県の人口（約192万人）で割ると、一人当たり約37万円の予算が使われることになります。

その他その他

県民の皆さんが納めた
税金です

県税

13約 万円

国税の一定割合が交付
されるもので自由に使
えます

地方交付税等

10約 万円

県債

4約 万円

国庫支出金
農林水産業
の振興 産業の振興

県債の返済

道路や河川
などの整備
・維持補修

3約 万円

医療・福祉
の充実、
健康づくり

7約 万円

教育や文化
の振興

9約 万円

3約 万円 8約 万円

2約 万円 1約 万円

5約 万円

37
万円

施設整備などを行うた
めに銀行などから借り
るものです

使い方を決められた上
で、国から交付される
ものです

4約 万円

繰入金等

貯金（基金）の取崩し
や使用料・手数料収入
などです

3約 万円

－５－

犯罪・事故
の防止

2約 万円

一人当たり

平成２８年度当初予算の概要



岡山県

区 分 2８年度当初予算

歳 入 予 算 額
（ 財源対策前 ）

7,154 億円

歳 出 予 算 額 7,191 億円

差 引
（ 要財源対策額 ）

△37 億円

財政調整基金（通常分）の取崩し 37 億円

平成２８年度地方財政対策と県予算

平成28年度当初予算における収支は、財源対策前の歳入・歳出

予算の差引で３７億円のマイナス

収支の状況と今後見通し等－６－

財源対策として、財政調整基金（通常分）の取崩しにより対応
Ａ

Ｂ

Ａ－Ｂ

平成2８年度地方財政対策では、地方一般財源総額について、地方創生や地方
の重点課題に対応する財源などを含め、平成27年度の水準を上回る額を確保

地方交付税については、地方税が大幅に増加したことなどの要因により、対前

年度比0.3％、約0.1兆円の減

地方一般財源総額 61.７兆円（前年度61.5兆円）

・地方税

3.8兆円（ 4.5兆円）

県の平成28年度当初予算（一般会計）の状況

平成2８年度地方財政対策（通常収支分）

・臨時財政対策債

・地方譲与税

＋地方特例交付金

・地方交付税

38.7兆円（37.5兆円）

2.6兆円（ 2.8兆円）

16.7兆円（16.8兆円）
臨時財政対策債については、一般財源総額を確保した上で発行額を大幅に抑制

し、対前年度比16.3％、約0.7兆円の減



岡山県

岡山県の今後の収支見通し

収支の状況と今後見通し等－７－

収支の推移
（億円）

△ 34

△ 59
△ 61

△ 73

△ 54
△ 37

△ 64 △ 65

△ 78

△ 68

△ 56

△ 120

△ 90

△ 60

△ 30

0

30

H28 H29 H30 H31 H32 H33

前回試算（H27.2）

今回試算

退職手当債について、岡山県行財政経営指針において発行抑制を掲げていることなどを踏まえ、次のとおり発行額を抑制す
る前提で試算しています。（H28 60億円、H29以降 30億円）

平成28年度の収支は、37億円のマイナスとなっており、平成28年度以降の収支についても、前回の試算と同程度になって

います。



岡山県

岡山県の今後の収支見通し

－８－

県税は平成28年度当初予算をベースに、「中長期の経済財政に関する試算（H28.１.21内閣府）」の名目経済成長率（ベースライン
ケース）の2分の1の成長率で試算 ＜H28 : 1.5％、H29 : 0.6％、H30：0.9％、Ｈ31：0.６％、Ｈ32：０.6％＞

※国の試算は、積極的な成長を見込む「経済再生ケース」と、それよりも緩やかな成長を見込む「ベースラインケース」の2つのシナリオがあるが、近年の名目経済成長率は
直近の国の見通し（複数示されている場合はより慎重なシナリオのもの）を下回っており、より慎重な財政運営を図る観点から、「ベースラインケース」の2分の1に設定

一般行政経費及び投資的経費は、原則として平成28年度当初予算の水準を維持することとして試算

公債費は原則として新規借入利率1.4％で試算

県庁舎耐震改修工事 総額約31億円

歳 入

歳 出

今後留意すべき事項

主な前提条件等

次のような収支変動要因がある

今後予定されている歳出案件として、警察本部庁舎整備に係る経費があり、現時点での見込額を反映

収支の状況と今後見通し等

退職手当債は、岡山県行財政経営指針において発行抑制を掲げていることなどを踏まえ、発行額を抑制

歳入・歳出共通

消費税・地方消費税の率については、平成29年度以降は10％（地方消費税2.2％）とし、引き上げに伴う影響を、歳入では税収や臨
時財政対策債などに、歳出では物件費などに織り込んでいる



岡山県

県債残高の推移と将来推計

収支の状況と今後見通し等－９－

県債残高の推移と今後の推計（普通会計ベース）

9,803 9,549 9,225 8,885 8,546 8,316 8,011 7,772 7,566 7,374 7,191 7,024 6,875 6,740 6,605 

3,563 4,064 4,583 4,955 5,204 5,348 5,529 5,676 5,795 5,895 5,971 6,029 6,083 6,136 6,194

13,366 13,613 13,808 13,840 13,750 13,664 13,540 13,448 13,361 13,269 13,162 13,053 12,958 12,876 12,799 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

（億円）

(年度)

臨時財政対策債

通常分（臨財債除き）

H26までは決算額、H27以降は年度末見込

臨時財政対策債（※）の残高は増加を続ける見込みですが、通常分は減少見込みであることから、県債全体では緩やかに減少し
ていく見込みです。

※ 地方交付税の代替として発行するため、返済に要する費用は元金、利子ともに後年度に地方交付税で手当されますが、本来、地方交付

税の増等により国が責任を持って対応すべきものであることから、その縮減・解消を全国知事会等を通じて国に申し入れています。



岡山県

社会保障関係費の今後の推計（一般財源ベース）

医 療：後期高齢者医療費、国民健康保険費、難病医療費、国民健康保険財政安定化基金積立金、後期高齢者医療財政安定化基金積立金、母子医療対策費、結核健康診断・医療費

介 護：介護給付費負担金、介護保険財政安定化基金積立金

子ども：児童手当費、 子ども・子育て支援新制度給付費、児童保護費、児童扶養手当費、特別支援学校就学奨励費

その他：自立支援給付費、精神障害者自立支援給付費、生活保護費、精神保健措置費、特別障害者手当等給付費、生活困窮者自立支援費

社会保障関係費は高齢化の進展等により、今後も年20～４0億円程度増加する見通しです。

収支の状況と今後見通し等

社会保障関係費の将来推計

－１０－

441 462 479 495 510 530 550 570 590 610 

247 
255 

262 267 270 
280 

290 
290 

300 
310 121 

126 
131 

131 130 
130 

130 
130 

130 
120 

101 
110 

118 
123 

130 
130 

140 
150 

150 
160 

910 
953 

990 
1,016 

1,040 
1,070 

1,110 
1,140 

1,170 
1,200 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37

（億円）

（年度）

その他

子ども

介護

医療

（966）

（1,044）
（1,071）

（1,100）
（1,130）

（1,170）
（1,200）

（1,230）
（1,270）

※（ ）は事業費ベース

（1,025）



岡山県

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

岡山の未来を担う子どもたちの「教育の再生」と、豊かな県民生活を支える雇用や税収の

基盤となる「産業の振興」に引き続き重点的に予算配分し、県民生活の充実につながる好

循環を生み出すための施策を盛り込みました。

－１１－

医療、福祉、介護、子育て、
防災、中山間地域活性化、

環境、文化 など

県民生活
の充実

社会保障
の充実

県民誰もが健やか
に暮らせるように

おかやま
創生

人口減少問題を克
服して持続的に発
展するために

１6頁

14頁

・人材育成
・雇用増
・税収増 など

・地域活性化
・暮らしの安心
・安定した家庭 など

教育県
岡山の復活

地域を支える
産業の振興

１２頁

１３頁

次頁以降に、
主なものを

ご紹介いたします。



岡山県

教師業務アシスタントの大幅増員 ＜22頁＞

・頑張る学校応援事業

生き活きプランの総仕上げとして、これまでの教師業務アシスタント配置事業やスクールカウンセラーの配置を拡充しつつ引き続き

平成２８年度も実施したうえで、さらに下記のような新規重点事業等に取り組み、教育県岡山の復活を目指します。

教育県岡山の復活

－１２－

主な課題

課題に対応する主な新規重点事業等

学力向上
プログラム

の主な新規重点事業等を行って

きたところです。

これまで（平成25～2７年度）

平成２８年度では

さらに

主な課題

課題に対応する主な新規重点事業等

落ち着いた学級づくり支援事業 ＜21頁＞

学級崩壊等早期対応事業 ＜21頁＞

スマホ・ネット問題総合対策の拡充 ＜24頁＞

などを計上

などを計上

運動部活動支援員派遣事業 ＜22頁＞

放課後学習サポート事業の拡充 ＜22頁＞

・全国と比較して中学校の学力状況に依然とし

て大きな課題がある。

12事業 2.5億円

・教師業務アシスタント配置事業

徳育推進
プログラム

・スクールソーシャルワーカー配置

・学校警察連絡室の設置

→詳細は資料編＜13･14頁＞

・いじめや暴力行為、学級崩壊等が改善しつつ

あるものの依然として多い。

・小学校における不登校の出現率は全国平均と
比べて依然として高い。

8事業 2.2億円

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

など

など



岡山県

平成２７年度までに行ってきた新たな産業団地の開発や儲かる産業としての農林水産業の育成等の新しい取組について、引き続き

平成２８年度も実施したうえで、さらに下記のような新規重点事業等に取り組みます。

－１３－

平成２８年度では

さらに

地域を支える産業の振興

・ビジネスチャレンジを支援など

・園芸作物のマーケティング強化など

中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」の向上 ＜27頁＞

課題に対応する主な新規重点事業等

主な課題

課題に対応する主な新規重点事業等

戦略的企業誘致の推進＜25頁＞ などを計上

県内中小企業の人材育成や事業承継、販路拡大、付加価値

額の増大等が課題

地方創生に向けた企業誘致競争の激化により、立地企業の

ための企業の投資環境の整備や産業用地の確保が課題

主な課題

晴れの国おかやまデスティネーションキャンペーン＜29頁＞

課題に対応する主な新規重点事業等

インバウンドの拡大 ＜30頁＞

国内外での本県の認知度向上や、観光素材を活用した

魅力ある旅行商品化の促進等が課題

主な課題

未来へつなぐ！岡山果樹生産
パワーアッププロジェクト ＜31頁＞

課題に対応する主な新規重点事業等

岡山の強みを生かした、儲かる産業としての農林水産業

の育成が課題

主な課題

などを計上

などを計上

などを計上

企業支援プログラム

の主な新規重点事業等を行って

きたところです。

企業誘致・投資促進
プログラム

・拠点工場化等投資促進補助金
の創設など

観光振興プログラム

・アジア総合プロモーションなど

攻めの農林水産業育成
プログラム

これまで（平成2５～2７年度）

10事業 4.8億円

11事業 6.1億円

15事業 10.1億円

8事業 20.7億円

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

販路開拓・付加価値額増大の支援 ＜28頁＞



岡山県

おかやま創生について

平成２８年度当初予算のポイント（特色）－１４－

人口減少問題を克服し、岡山県の持続的な発展を実現するため、人口の現状と将来の展望を示す「岡山県人口ビジョン」と、今後

５か年の目標や施策の基本的方向、推進施策をまとめた「おかやま創生総合戦略」を、平成２７年に策定しました。すべての県民

が明るい笑顔で暮らす「生き活き岡山」の実現を目指して、実効性のある対策を迅速かつ的確に推進していきます。

①次世代育成に向けた意識の醸成

②結婚の希望をかなえる環境づくり

③妊娠・出産の希望がかなう環境づくり

④子育て支援の充実

おかやま創生を実現するための対策
～４つの基本目標 と 講ずべき対策～

①産業振興と雇用創出 ⑤安全・安心な地域づくり

②移住・定住の促進 ⑥拠点機能の確保

③多様な人材が活躍する社会の実現 ⑦情報発信力の強化

④魅力ある教育環境の整備

おかやま創生を実現するため、本県の強みを最大限に生かした施策を展開します。

①生産性向上と高付加価値化の促進

②女性・高齢者の労働参加率の向上

①地域社会の活性化

②行政運営の効率化・最適化と連携の推進

効果の検証と改善（ＰＤＣＡサイクルの推進）

若い世代の希望をかなえる少子化対策の推進（自然減対策） 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進（社会減対策）

地域の持続的発展のための経済力の確保 地域の持続的発展のための活力の維持

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山をつくる
～転出超過（△３８２人）（平成26年） → 転入超過～

３ 持続的に発展できる経済力を確保する
～１５歳以上の就業率 全国の伸び率を上回る～

４ 地域の活力を維持する
～小さな拠点の形成に取り組んでいる市町村の数 １５市町村以上～

１ 若い世代の結婚から子育てまでの希望をかなえる
～合計特殊出生率 １.４９→１.６１へ～

対策１ 対策２

対策３ 対策４



岡山県

少子化危機突破プログラム

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

－３６－

～若者の結婚、妊娠・出産、子育ての希望をかなえるパッケージ戦略～

第１子の壁

・適当な相手と出会う機会の減少
・未婚化、晩婚化、晩産化

・育児負担感の増大
・男性の長時間労働

第２子の壁

第２子以降出生あり 出生なし
夫の家事・育児時間（休日）

子育てや教育
にお金がかか
り過ぎるから

・経済的負担感の増大

第３子の壁

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家事・育児時間なし

２時間未満

２時間以上４時間未満

４時間以上６時間未満

６時間以上

パッケージ戦略

○出会い・結婚サポート機能強化事業（拡充）
○妊孕性普及啓発プロジェクト（拡充）
○満足度の高い妊娠・出産への支援

○ワーク・ライフ・バランス推進事業 新
～育児休業の取得促進に向けて～

○第３子以降保育料無償化事業 新

○子ども・子育て支援環境の充実（拡充）
○保育士等の人材確保・育成（拡充）
○子ども虐待の連鎖防止（拡充）
○ひとり親家庭等への支援の充実 新

子育て支援の基盤強化第１子の壁突破の施策 第２子・第３子の壁突破の施策

希望出生率１．７２ の達成を目指します！

内容は36頁へ

生涯未婚率

－１５－

内容は37頁へ内容は36頁へ

※（平成37年までの目標）

理想の子ども数を持たない理由
（理想３人以上予定２人以上の夫婦）（複数回答）

※



岡山県

社会保障の充実

－１６－

社会保障と税の一体改革を踏まえ、子ども・子育て支援や医療・介護など、社会保障の充実を図ります。

子育て支援の充実

すべての子ども・子育て家庭を対象に、教育・

保育、地域の子ども・子育て支援の量及び質の

充実を図ります。

子どものための教育・保育給付

幼稚園、保育所に加え、認定こども園の普及を図るとともに地域

型保育を創設し、待機児童の多い３歳未満児の保育を増やします。

地域子ども・子育て支援事業

○幼稚園、保育所の両方の良さを併せもつ“認定こども園”を普及拡大！

○私立保育所、認定こども園等の職員給与を改善！（＋１．９％）

市町村が、子ども・子育て家庭等を対象として、地域の実情に応

じて実施する各種事業を支援します。

○「放課後児童クラブ」や「地域子育て支援拠点」の整備・運営を推進！

○子どもが病気で、集団保育が困難な時に利用できる「病児保育」や、

家庭で子育てをする保護者も利用できる「一時預かり」等を実施

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

消費税増収分を財源として造成した地域医療介護総合確保基金
を活用して、効率的かつ質の高い医療提供体制の構築に努める
ほか、地域包括ケアシステムの構築に取り組みます。

医療・介護の充実

患者の状態に応じた適切な医療を提供する体制を整備します！

○病床の機能分化と連携
晴れやかネット拡張機能を充実させるとともに、高度急性期・急
性病床から回復期病床へ転換する病院の施設整備等を支援します。

○地域包括ケアの推進
地域包括ケアシステムの構築に向けた、県医師会の取組への支援
等を実施します。

○医療従事者の確保
医学部地域枠医師の養成など、人材の育成や確保に取り組みます。

医療

○介護施設等の整備
地域密着型サービス等、地域の実情に応じた介護提供体制を整備
します。

介護

住み慣れた地域や自宅での介護サービスを充実します！

○介護従事者の確保
介護サービスの充実を図るため、多様な人材の参入促進、介護従
事者の資質向上等に向けた事業を実施します。

社会保障施策の充実等により

前年度比 １15.4%：18.0億円の増

H2７：116.9億円 → H2８：１３4.9億円



岡山県

ＴＰＰ関連事業

平成２８年度当初予算のポイント（特色）

ＴＰＰの大筋合意を踏まえ、産業分野において県内企業の海外展開の支援等を引き続き行う一方、影響が懸念される農林水産分野

において、農林水産業者が将来にわたって安心して生産を続けていけるよう必要な対策を講じる（守りの事業）とともに、岡山の

農林水産業の体質強化に向けた取組を加速するための事業（攻めの事業）に取り組みます。

攻めの事業（農林水産業）

守りの事業（農林水産業）

・野菜
（公社）岡山県野菜生産安定協会が行う価格安定事業の資金の造成に対
して助成します。（野菜価格安定事業）

・米、麦、大豆など
県・地域農業再生協議会等が行う経営所得安定対策の推進や現地確認等

を支援します。（経営所得安定対策等推進事業）

・牛肉、豚肉
肥育牛や肉豚の平均粗収益が平均生産費を下回った場合に、生産者に支

援を行うための積立金の助成を行います。

（肉用牛肥育経営安定特別対策事業、肉豚価格安定事業）

・鶏卵
鶏卵の標準取引価格が基準価格を下回った場合に、生産者に支援を行う

ための積立金の助成を行います。（鶏卵価格等安定対策事業）

○経営安定のための備え

○マーケティングの強化と輸出の促進
首都圏や海外での県産農林水産物のブランド力向上、販路拡大の推進や、
白桃、ブドウの産地供給力の強化等を図ります。
（おかやま農林水産物ブランディング事業、
岡山ハイブリッドメガ生産団地構想推進事業 等）

○畜産物の生産振興

○次代を担う力強い担い手の育成
高収益作物への転換を促すための水田の畑地化、畑地・果樹園の高機能化
や、経営体の規模拡大等に必要な機械・設備の導入等を支援します。
（農業競争力強化基盤整備事業、魅力ある水田農業確立総合対策事業 等）

低コスト生産や収益性の向上を図るため、畜産経営体等が実施する施設等
の整備や、ジャージー牛の後継牛確保等に向けた取組を支援します。
（畜産の里育成強化対策事業、

「ジャージー×岡山和牛」コラボで増産！蒜山地域活性化事業 等）

総事業費 22.1億円

－１７－

○海外ビジネスの展開の支援
上海事務所、海外ビジネスサポートデスクや国内外のネットワークなどを
活用し、県内企業の海外事業展開を効果的に支援します。
（戦略的国際リンケージ強化事業、

ネットワーク活用新分野進出支援事業、経済国際化連携支援事業 等）

○新市場開拓のための支援
県内企業の競争力強化や産業の活性化を図るため、新商品・新技術開発や
販路・取引先開拓を支援します。
（下請企業振興事業、岡山フードバレー推進事業、

新商品販路開拓総合支援事業 等）

○知的財産の活用促進
中小企業の海外展開を支援するため、外国における知的財産権の出願・訴
訟対応に関する専門知識の習得や相談対応など総合的な支援を行います。
（知的財産権活用等推進事業 等）

県内企業への支援等

総事業費 1.6億円

・多面的機能支払交付金
農業者等で構成される活動組織が農地を維持していくために行う地域活
動や、地域住民を含む活動組織が行う地域資源の質的向上を図る活動に
交付金を交付します。
（農地維持支払事業、資源向上支払事業）

・中山間地域等直接支払交付金
中山間地域等における農業生産条件の不利を補正
するため、条件不利地域での農業生産活動を継続
して行う農業者等に交付金を交付します。
（直接支払交付金、直接支払推進事業）

○営農継続のための支援

総事業費 24.4億円



岡山県

晴れの国おかやま生き活きプランは、県政において最上位に位置付けられる総合的な計画であり、県政推進の羅針盤

として、将来の目指すべき岡山の姿を描く長期構想と、その実現に向けて、平成２８年度までに重点的に取り組む行

動計画という二つの性格を併せ持つものです。

晴れの国おかやま生き活きプラン

合計 １，２１８億円

うち重点事業６２事業 ２２４億円

Ⅰ

１１９億円

うち重点事業 10事業 82億円

行動計画

１５の戦略プログラム３つの重点戦略

Ⅱ

５２６億円

うち重点事業 20事業 32億円

Ⅲ

５７３億円

うち重点事業 32事業 110億円

安心で豊かさが実感でき
る地域の創造

・ 学力向上プログラム

・ 観光振興プログラム

・ 徳育推進プログラム

・ 企業誘致・投資促進
プログラム

その他 ３の戦略プログラム

・ 子育て支援充実プログラム

・ 情報発信力強化プログラム

その他 ６の戦略プログラム

2025年頃の目指すべき姿

すべての県民が
明るい笑顔で暮らす
「生き活き岡山」

の実現

長期構想

地域を支える産業の振興

教育県岡山の復活

※億円未満の金額を四捨五入
しているため、合計額と合わ
ないことがあります。

平成2８年度
当初予算

平成２８年度の主な事業－１８－



岡山県

晴れの国おかやま生き活きプラン

重点戦略Ⅰ 教育県岡山の復活

重点パッケージ ・・・・・・・・・・・・・ ２０

学力向上プログラム ・・・・・・・・・・・ ２１

徳育推進プログラム ・・・・・・・・・・・ ２４

重点戦略Ⅱ 地域を支える産業の振興

企業誘致・投資促進プログラム ・・・・・・ ２５

企業支援プログラム ・・・・・・・・・・・ ２７

観光振興プログラム ・・・・・・・・・・・ ２９

攻めの農林水産業育成プログラム ・・・・・ ３１

雇用拡大プログラム ・・・・・・・・・・・ ３３

重点戦略Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造

保健・医療・福祉充実プログラム ・・・・・ ３４

子育て支援充実プログラム ・・・・・・・・ ３６

防災対策強化プログラム ・・・・・・・・・ ３８

暮らしの安全推進プログラム ・・・・・・・ ３９

中山間対策推進プログラム ・・・・・・・・ ４０

快適な生活環境保全プログラム ・・・・・・ ４１

生きがい・元気づくり支援プログラム ・・・ ４２

情報発信力強化プログラム ・・・・・・・・ ４３

戦略プログラム一覧

○その他

その他の取組 ・・・・・・・・・・・・・・ ４４

平成２８年度の主な事業－１９－



岡山県

Ⅰ 教育県岡山の復活（重点パッケージ）

平成２８年度の主な事業

「晴れの国おかやま生き活きプラン」に掲げた目標達成に向け、平成28年度までに重点的に取り組む施策を、
５つの柱からなる重点パッケージとして実行します。

これまでの取組の成果を踏まえ、生き活きプ
ランの総仕上げとして「教育県岡山の復活」
重点パッケージに掲げる施策の補完・さらな
る充実を図ります。

・頑張る学校応援事業による、優良実践校の取組・成果の活用

・就学前教育の充実による、小１プロブレムの解消
・学校警察連絡室との連携強化による「学校の荒れ」の解消
・出席停止の効果的な運用の研究による、生徒指導の強化
・小学校登校支援員の配置拡充による、不登校の未然防止

・学力調査の活用による、学力状況の的確な把握と対策の実行
・授業改革推進リーダー・推進員の配置拡充による、徹底した授業

改善及び授業力の向上
・放課後学習サポート事業の拡充や土曜授業の拡大実施による、つ

まずきの確実な解消
・教師業務アシスタントの導入による、指導に専念する時間の確保
・スマートフォンの夜間使用制限による、学習時間の確保

・道徳教育の教科化に向けた、教員の指導力の向上
・小学校長期宿泊体験活動推進プロジェクトの拡充による、 体験活

動の充実
・明るい学校づくり支援事業による、学級状況の把握と改善に向け

た対策の実行
・ピア・サポートの取組の促進による、他者を思いやる心の育成

・親のグッドスタート事業による、乳幼児期からの親の学びの充実
・家庭教育支援チームのアウトリーチ支援による、課題を抱える就

学前家庭への支援
・家庭学習のスタンダードの提示による、保護者の家庭学習

への意識の高揚

５ 家庭の教育力の向上を支援する。

２ 子どもたちが落ち着いて学べる環境を整える。

３ 授業力を高め、学習時間を増加させる。

◎全国と比較して中学校の学力状況に依然として大きな課題が
ある。

◎中学校においては、スマホ等の使用時間が長く、学習時間が
短い傾向がある。

◎問題行動等については、特に小学校の不登校の出現率が全国
と比較して高い。

◎長期欠席している児童生徒数が増加している。

全国学力・学習状況調査や問題行動調査等の結果

４ 子どもたちの豊かな心を育む。１ 効果的な取組を県下に普及し、全体をレベルアップする。

内容は21 ～24頁

－２０－



岡山県

Ⅰ 教育県岡山の復活（学力向上プログラム）

平成２８年度の主な事業

［H2８予算額（うち一般財源）］

子どもたちが落ち着いて学習できる環境の整備、教師の教える技術の向上、子どもたちの学力が伸びる仕組みづくり、家庭に
おける学習時間確保の推進、地域で支える子どもの学習環境の整備などにより、子どもたちの基礎学力の定着と才能のさらな
る伸長を目指します。

子どもたちが落ち着いて学習できる
環境の整備
［5,597万円（5,597万円）］

心理検査の活用や、暴力行為等の問題行動が見え始めた学校へ早期
から集中的・継続的な支援を行うことなどにより、子どもたちが落
ち着いて学習できる環境を整備します。

◎落ち着いた学級づくり支援事業
心理検査を活用した児童生徒・学級状況の把握や、校内研修、

リーダー育成等により、落ち着いた学習環境づくりに取り組む
学校を支援します。

◎学級崩壊等早期対応事業
暴力行為等が見え始めた学校に警察ＯＢ・教員ＯＢのペアに

よる集中指導員等を継続的に派遣して支援を行い、指導体制の
強化を図ります。また、授業エスケープ等をす
る児童生徒を別室で指導する支援員を配置する
ことにより、生徒の教室復帰を支援します。

◎学校警察連絡室との連携
規範意識向上モデル校に対して、

学校警察連絡室と連携して、学校の
指導体制の強化を支援します。

一部新規

不登校生徒が多い中学校において、不登校の未然防止や不登校生徒
への対応が十分できるよう非常勤講師を配置して学校を支援します。

不登校対策のための教員派遣事業

［4,600万円（4,600万円）］

関連施策

不登校問題への対応

［3億6,576万円（2億7,507万円）］

登校支援員やスクールカウンセラーの増員配置や、不登校児童生徒
の社会的自立を支援することより、不登校児童生徒への支援や、新
たな不登校児童生徒の減少に取り組みます。

◎小学校における不登校対策実践研究事業
登校支援員（１００名）を配置し、不登校傾向にある児童に

対する学校への適応支援や保護者等に対する相談支援を行うと
ともに、不登校の未然防止や早期対応のための実践的な研究を
推進します。

◎スクールカウンセラー配置事業
公立全中学校と小学校６８校に臨床心理士等の専門家を配置

し、児童生徒の心をケアを図ります。

◎社会的自立サポート事業
教育支援センターの機能強化や、関係機関相互の効果的な連

携についての研究等を行い、不登校児童生徒の社会的自立を支
援します。

◎スクールソーシャルワーカーを活用した行動連携推進事業
関係機関との連携を強化するとともに、問題行動等の背景や

要因に早期から対応します。

新

新
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岡山県

Ⅰ 教育県岡山の復活（学力向上プログラム）

平成２８年度の主な事業

［H2８予算額（うち一般財源）］

関連施策

放課後の学習支援
［7,437万円（3,850万円）］

特別支援教育の推進

［3,788万円（2,742万円）］

特別支援学校における販売・接
客学習の様子

教師の教える技術の向上、
子どもたちの学力が伸びる仕組みづくり
［1億6,195万円（1億1,642万円）］

一部新規

障害のある幼児児童生徒の教育的ニーズに応
じ、卒業後自立して社会参加する資質を養う
ための特別支援教育の推進と体制整備を図り
ます。

放課後の学習支援や家庭学習を充実させることにより、基礎学力の定
着・学習習慣の確立を図ります。

◎おかやま子ども応援事業
地域住民の参画による学校教育支援、放課後等支援、家庭教育

支援を効果的に組み合わせた取組を推進します。

◎土曜日教育支援事業
地域の多様な経験・技能を持つ人材などを活用した学習プログ

ラムを実施し、土曜日の教育支援体制を構築します。

◎家庭学習のスタンダード活用事業
児童生徒の家庭学習習慣定着のための基本

的な考え方や指導方法等をまとめた「家庭学
習のスタンダード」について、教職員や保護
者に配付するとともに、各種研修において活
用し、家庭学習の量的・質的充実を図ります。

教師業務アシスタントの様子

教員の多忙化を解消するため、教員以外の専門のスタッフ（※）を
配置することにより、教員が児童生徒と向き合う時間の確保を図り
ます。

（※）文部科学省の報告書によれば、日本における教員以外の専
門スタッフの割合は、アメリカ、イギリスなどの諸外国に
比べて低い状況となっています。

◎授業改革推進リーダー等の配置拡充
授業改革推進リーダー・推進員を増員し、授業改善の一層の

推進や好事例の普及・拡大に取り組みます。また、教科指導に
特化した推進員を新設し、中学校での教科指導力の向上に取り
組みます。

◎教師業務アシスタント配置事業
教員の事務業務を支援するアシスタント

（９０校）をモデル校に配置し、教員の多
忙化を解消するとともに、教員が児童生徒
と向き合う時間を確保します。

◎運動部活動支援員派遣事業
中学校に運動部活動指導を行う支援員

（５０校）を配置し、教員の負担軽減と
部活動の充実・活性化を図ります。

◎放課後学習サポート事業
支援員（小学校１８０校・中学校１２０校）を配置し、放課

後等の補充的な学習支援を行います。

新
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岡山県

Ⅰ 教育県岡山の復活（学力向上プログラム）
［H2８予算額（うち一般財源）］

経常費補助金を増額するなど、私立学校の安定的経営の推進に資す
るため、私学助成を拡充します。

◎標準的運営費の算定に係る補助対象経費の拡充
所定福利費の私学共済短期給付に係る学校法人負担分のうち

補助対象経費の割合を３分の１から２分の１に拡充

◎日本私立学校振興・共済事業団補助金の拡充
私学共済長期給付に係る補助率を標準給与の１０００分の４

から１０００分の５に引上げ

私立学校の安定的な経営のための
私学助成拡充

［68億6,016万円（59億5,881万円）］

低所得世帯に対する教育費の負担を軽減するため、第１子への
奨学のための給付金の支給額を年額３万９，８００円から
６万７，２００円に引き上げるとともに対象学年を全学年に拡
大します。

私立高校に通う生徒の保護者負担の軽減
（奨学のための給付金の拡充）

［2億3,708万円（1億5,836万円）］

低所得世帯に対する教育費の負担を軽減するため、第１子への
奨学のための給付金の支給額を年額３万７，４００円から
５万９，５００円に引き上げるとともに対象学年を３学年に拡
大します。

［4億5,291万円（3億200万円）］

Ｇ７倉敷教育大臣会合の開催に合わせ、参加者へのおもてなしや、

機運の醸成を図るとともに、岡山の魅力を世界に発信します。

◎大臣会合開催時の支援、おもてなし

・地元主催歓迎レセプションの開催

・エクスカーション実施等に係る支援

・大臣会合会場等での展示、装飾

◎大臣会合に向けた県民の機運醸成

・おかやま教育シンポジウムの開催

◎岡山の魅力を世界へ発信

・大使館等へのＰＲ

Ｇ７倉敷教育大臣会合の成功に向けた取組

［1,350万円（1,350万円）］

国公立高校に通う生徒の保護者負担の軽減
（奨学のための給付金の拡充）

一部新規

新

平成２８年度の主な事業－２３－



岡山県

Ⅰ 教育県岡山の復活（徳育推進プログラム）

平成２８年度の主な事業

［H2８予算額（うち一般財源）］

道徳教育の充実による規範意識の確立、暴力行為等への対策の推進、少年の非行防止対策の推進、社会に貢献する態度の育成、
健やかな体の育成などにより、規範意識と思いやりの心、生まれ育った郷土への愛着と誇りを持った子どもたちを育成します。

インターネット等青少年を取り巻く
問題への対応

［600万円（600万円）］

一部新規 少年の非行防止・健全育成を図る
ための事業
［1,871万円（1,871万円）］

◎平成３０年度全国中学校体育大会選手強化事業
平成３０年度に中国地区で開催される全国中学校体育

大会に向けた競技力強化を図るため、強化遠征、トップ
コーチ招聘、外部指導者派遣等を行います。

健やかな体の育成
［850万円（850万円）］

新規

一部新規

◎非行防止教室等開催促進事業
少年の規範意識向上に向けた警察官ＯＢによる非行防止

教室の開催を促進します。

◎学校警察連絡室活動深化事業
学校警察連絡室が協力する各学校の実情に応じた対策を

推進します。

児童生徒のスマホ等の所持率が上昇し、ネット上のいじめやトラ
ブル、依存症などの問題への対応が急務となっており、こうした
問題に対する取組を総合的に推進します。

◎生徒指導上の課題解決に向けた効果的な対応策普及促進事業
スマホサミットの開催等、児童生徒の主体的な活動の促進や

ネット上のいじめ・トラブルの実態把握等により、課題解決に
向けた効果的な対応の在り方の普及促進を図ります。

◎中学生スマホチャレンジ１００
スマートフォン等の使用の適正化を目指し、生徒が自ら設定

した目標の達成に向けた自主的な取組を推進することで、学習
時間の確保をはじめとした生活習慣の改善を図ります。

◎教職員の指導力向上
情報モラル教育の中核となる教員を養成し、校内研修や指導

資料の充実を図ります。

◎家庭・地域等への啓発活動の促進
子ども安全安心ネットサポーターを活用して、家庭でのルー

ルづくりを促進します。

◎スマホ・ネット問題に関するネット依存研究事業
学識経験者の助言を得ながら

ネット依存の現状と課題につい
て分析し、ネット依存の未然防
止や早期対応、依存症への対処
等についての研究を行います。

新

新

新

新
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（企業誘致・投資促進プログラム）

平成２８年度の主な事業

魅力ある誘致施策の展開、立地環境の整備と新たな企業用地の確保、各種規制の再検証と手続きの迅速化等、水島コンビナート
の国際競争力強化、水島港の機能強化、交通基盤整備などにより、地域経済の活性化や新たな雇用の創出を図ります。

本社機能移転をはじめとした補助制度の拡充等による効果的な誘致施
策や、立地企業に対する投資環境の整備を進めるとともに、市町村と
連携しながら、産業用地の整備を進めることにより、企業誘致と投資
促進を図ります。

◎誘致促進に向けた補助制度の拡充
・本社機能移転の一層の促進

国の支援制度と効果的に連携し、本社移転の流れを一層促
進するため、補助金制度を拡充します。

・企業誘致関係補助金の一括交付の導入
５年間の分割交付となっている企業誘致関係補助金につい
て、一括交付（１億円未満）を導入し、企業の初期投資に
係る負担の軽減を図ります。

◎情報発信の拡大
首都圏、関西圏に加え、中京圏においても企業立地セミナー

を開催します。

戦略的企業誘致の推進

［15億3,808万円（2,766万円）］

本社機能移転促進補助金
・対象事業の拡充：用地取得費、オフィス取得費等の１０％

（東京23区から移転する企業は１５％）
・補助額等の拡充：新規雇用者×50万円 → １００万円

（東京23区から移転する企業に限る）
限度額 25百万円 → ５億円

・補助要件の緩和：本店登記、オフィス面積 → 不要
新規雇用者 10人 → ５人
対象部門 本社機能のみ → 研究所、研修施設を追加

再投資サポート事業補助金
・対象事業：競争力強化に必要な設備投資

（固定資産投資額１億円以上）
・補助率等：１％（限度額：１億円）

市町村営団地開発促進事業補助金
・限度額拡充：5千万円 → １億円（分譲宅盤面積３ha以上）
・対象拡充 ：用地費、地区計画策定費、開発手続費を追加

［H2８予算額（うち一般財源）］

一部新規 ◎立地企業のための投資環境の整備
立地企業の操業継続と雇用の維持又は創出につながる設備投

資を支援し、成長を続けながら末永く操業できる投資環境の整
備を図ります。

◎市町村営団地の開発支援
市町村が行う産業団地開発に関連して実施する公共施設の整

備等に対する補助制度を拡充するとともに、県管理道の整備等
必要な支援をパッケージ化します。

◎空港南産業団地の開発
県南内陸部における産業用地を確保するため、未利用県有地

である元第２リサーチパーク用地を有効活用した団地開発を岡
山市と共同で行い、平成30年度からの分譲を目指します。

新
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（企業誘致・投資促進プログラム）

平成２８年度の主な事業

［H2８予算額（うち一般財源）］

水島コンビナートの国際競争力強化

［6,340万円（262万円）］

岡山米子線２０th（はたち）メモリアル事業

日本海と太平洋が高速道路で繋がって平成２８年度で２０周年を
迎えることから、岡山米子線の暫定２車線区間の４車線化に向け
て、情報発信を行うとともに利用促進のための取組を実施します。

◎利用促進キャンペーン
・スタンプラリーの実施
・NEXCO西日本主催の企画割引

◎２０周年セレモニー

◎情報発信
・早期４車線化の必要性を発信
・岡山米子線沿線市町村等連携事業 など

［326万円（326万円）］

新規

岡山空港エプロン整備事業

［720万円（720万円）］

新規

一部新規

新

岡山空港の既存エプロンの老朽化対策工事の際に必要な駐機場の確保
や夜間駐機を伴う定期便の誘致促進のため、エプロンを整備します。
（平成２８年度は基本調査等）

◎エプロン整備スケジュール
・平成32年度に供用開始

本県産業の中核を担う水島コンビナートをアジア有数の競争力を
持つコンビナートとして発展させるため、規制緩和の推進・支援
制度の拡充等に取り組み、操業環境の向上と投資促進に努めると
ともに、国が進める水素エネルギー社会への今後の取組について
研究を進めます。

◎水島コンビナート競争力強化事業
総合特区の取組を通じた規制緩和等により操業環境の向上を支

援するとともに、コンビナートの生産過程で発生する水素の有効
活用、水島立地企業の持つシーズとニーズのマッチングを行うこ
と等により競争力強化を図ります。

◎水素利活用に向けたＦＳ（事業可能性）調査事業
来るべき水素エネルギー社会の到来に向け、水島コンビナート

の将来像と支援方策、また、県内産業への波及効果などの調査を
行います。

◎次世代産業育成事業
水素関連を含む新エネルギー等の次世代産業分野への県内企業

の参入と市場獲得を支援します。

－２６－



岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（企業支援プログラム）

平成２８年度の主な事業

新たなビジネスにチャレンジする元気な企業の支援、地域産業の活性化、ベンチャー企業の育成・支援、新たな市場を切り開
きイノベーションを起こす技術支援、市場のニーズに即した岡山の優れた製品や技術の販路開拓支援などにより、特色ある技
術を持ち市場競争力のある中小企業を育成し、力強い成長を促します。

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」の向上

［5,466万円（1,502万円）］

一部H27補正

H27補正

H27補正

産学官連携の取組強化により中小企業の有する独自技術を発展させ
新技術・新製品の開発を促進するとともに、県経済をリードする企
業やベンチャー企業を育成することにより、地域経済の活性化を図
ります。

◎産学金官連携強化事業
・コーディネート機能強化
・金融機関外交員を対象とした研修会

◎知財活用人材育成事業
・知的財産関係ビジネス実務に関する専門研修

◎ベンチャー企業等支援強化事業
・コーディネート機能強化
・創業者サロン（交流会）の開催 等

岡山発ローカル・イノベーションの推進

［3,541万円（350万円）］

大学 企業

行政

金融

H27補正

H27補正

おかやまＣＬＴリーディングプロジェクト

［1,000万円（0万円）］

H27
補正

一部新規 一部新規

ＣＬＴ（直交集成板）の国内主力工場が立地する優位性を生かし、Ｃ
ＬＴ建築産業の土壌を形成するため、ＣＬＴ建築の利用技術の検討・
開発を行うとともに、ＰＲや設計技術者等の人材育成を行います。

◎産学官連携組織によるＣＬＴ建築の開発検討

◎ＣＬＴの広報及び利用技術の開発
・イベントＰＲ等の広報活動
・ＣＬＴモデル建築物の設計･施工を通じたノウハウ蓄積と人材育成
・ＣＬＴ建築の汎用的工法の開発及び県内加工技術とのマッチング

新

新

新

新

優れた人材の育成・確保の取組により、各企業の体質を強化し企業
活動を活性化させるとともに、新事業展開や事業承継を促進し、生
産性の向上や産業の高付加価値化を通じて、企業の稼ぐ力の向上を
図ります。

◎産業人材の育成・確保

・岡山生産性向上人材育成事業

若手社員から経営者までを対象とした生産性向上に向けた

階層別研修

・競争力強化に向けたものづくり人材の育成

ＩｏＴの啓発セミナーや最新の技術動向に関する研修等

・難削材加工技術スキルアップ研修

チタンなどの難削材の加工経験を積み重ねる実践型の研修

◎企業の持続的な成長・発展支援

・経営革新計画推進事業

雇用につながる人材派遣を行う

ことにより新事業展開を支援

・事業承継促進事業

実効性のある計画書作成研修や

専門家派遣を実施

－２７－



岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（企業支援プログラム）

平成２８年度の主な事業

本県の強みである精密ものづくり産業や食品産業の販路開拓と付加価
値額増大を支援します。

◎精密ものづくり産業への支援
・おかやまテクノロジー展開催事業

精密ものづくり企業が出展する展示商談会を開催し、効果的
な商談機会を提供するとともに、ものづくり県・岡山をＰＲ
し、岡山ブランドの確立につなげます。

◎食品産業等への支援
・岡山フードバレー推進事業

岡山フードバレーセンターに配置するコーディネーターを活
用し、原材料や加工のマッチングを通じて食品産業のサプラ
イチェーンを構築するとともに、食品の開発から販売に至る
までの事業計画の策定指導、開発指導、テストマーケティン
グ、食品見本市出展の支援を行います。

・新商品販路開拓総合支援事業
バイヤー目線のセミナーやテストマーケティングを実施し、
商品の改良を支援するとともに、商品開発の背景・こだわり
・機能をストーリー化した販促ツールの製作、商談会開催、
大規模見本市出展により販路開拓を支援します。

販路開拓・付加価値額増大支援事業

［8,611万円（708万円）］

H27補正

H27補正

西日本における航空機産業拠点の構築

［562万円（58万円）］

H27
補正新規

グリーンバイオ・プロジェクト推進事業

［6,928万円（62万円）］

H27補正

一部新規

本県の地域資源である県産木材の有効活用による新たな需要創出
により、林業の成長産業化と地域における産業と雇用の創出を図
ります。

◎岡山発セルロースナノファイバー競争力強化支援事業
価格競争力や使いやすさ等を兼ね備えたセルロースナノファ

イバーの供給技術開発を支援します。

◎バイオマスイノベーション創出実用化支援事業
木質バイオマスの利活用について、販路開拓まで見据えた用

途・製品開発を支援します。

◎バイオマスイノベーション・シーズ創出事業
将来の事業化を前提とした先導的研究開発を実施します。

◎おかやまバイオマスネットワーク構築事業
・産学官・異業種連携ネットワークによる先端技術情報の

収集・提供を行います。
・川上～川中～川下のマッチングによる事業化を支援します。

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

新

航空機業界における新たな受注モデルである、一貫生産体制の構
築の可能性を探りながら、本県のポテンシャルの高さをアピール
することにより企業誘致や受注拡大を進め、西日本における航空
機産業拠点の構築を目指します。

◎航空機産業クラスターの形成
航空機部品共同受注グループ「ウイングウィン岡山」

参加企業など、一貫生産体制の一翼を担う意欲のある県
内企業（ＪＩＳＱ９１００認証取得済）を中心とした航
空機産業クラスターの形成に向けて、展示会（ＪＡ２０
１６国際航空宇宙展）への出展を支援し、受注拡大を図
ります。
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（観光振興プログラム）

平成２８年度の主な事業

選ばれ、また訪れたい岡山の観光資源の磨き上げ、魅力ある旅行商品づくりに向けたプロモーションの実施、インバウンド
（外国人誘客）の拡大と航空ネットワークの拡充、岡山後楽園の魅力づくりなどにより、国内外からの観光客の増加を図り
ます。

岡山後楽園の更なる魅力づくり

［1億4,234万円（1億2,073万円）］

晴れの国おかやま
デスティネーションキャンペーン（ＤＣ）

［1億6,960万円（1億6,960万円）］

［H28予算額（うち一般財源）］

一部新規 一部新規

国内外からの後楽園への来園者の増加を図るため、賑わい創出事業や
特別名勝庭園としての保存整備事業などを実施します。

◎賑わい創出事業
・春の幻想庭園の開催

今年開催されるＤＣに合わせて、春の幻想庭園を４月末から
約１か月間開催します。

・東広場等の有効活用策の検討
飲食施設の設置を含めた東広場等の有効活用策を検討するた
めの調査を行います。

・夏と秋の幻想庭園･旬彩市場･冬と春の和のおもてなしを開催
します。

◎特別名勝の保存整備事業
後楽園の価値や魅力を高め、適切に次世代に引き継いでいくた

め、亭舎の屋根の葺き替えやトイレの改修などの整備を計画的に
行います。

◎入園しやすい制度の実施
・高校生以下の無料入園の試行を、期間を延長して平成28年4

月から1年間行います。
・開園時間を1時間早める試行を、平成28年9月から11月まで

の3か月間行います。

新

新

新

新

新

ＪＲグループと連携した情報発信により、誘客促進と認知度向上を図
ります。また、地域の観光素材を観光客のニーズに合った観光プログ
ラムへと磨き上げるなど、旅行商品化を一層促進します。

◎本番ＤＣ事業（平成28年4～6月）
本県の春ならではの魅力、特別な

アート企画等について積極的な情報
発信に取り組むとともに、多くの観
光客の方々を温かいおもてなしでお迎えします。

◎アフターＤＣ事業（平成29年4～6月）
ＤＣ後も継続する観光地づくりを目指し、さらなる観光素材の

磨き上げや観光プログラムの継続実施に向けた準備を行います。

◎岡山後楽園の魅力創造・発信事業
ＤＣに向け、後楽園と岡山城の導線強化など両施設がさらに連

携した取組を進めます。

◎広域観光連携等事業
瀬戸内沿岸の各県等と連携した圏域の魅力発信及び観光キャラ

バン隊を活用した積極的な情報発信を行います。

◎着地型観光素材活用助成事業
団体バスツアー、パンフレット作成への助成により、宿泊を伴

う観光を推進します。
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（観光振興プログラム）

平成２８年度の主な事業

観光関連予算の推移 約7億円

平成２６年度 平成２７年度

約 3.6 億円

平成２５年度

倍増 約８億円

岡山空港の国際定期路線開設に向けた取組

［2億225万円（2億225万円）］

インバウンド（外国人誘客）の拡大

［5,923万円（5,923万円）］

桃太郎＝日本岡山
のイメージ強化

１億増

吉備路自転車道による観光支援事業

［454万円（454万円）］

新規

平成２８年度

約12億円4億増

※Ｈ26補正 約１４億円

［H28予算額（うち一般財源）］

一部新規一部新規

就航の計画が示された香港線の安定運航を支援するとともに、ＬＣ
Ｃを含めた航空会社への働きかけを強化し、観光やビジネスで本県
と交流が活発な地域との路線開設を目指します。

◎路線の開設に向けた運航経費の一部支援
◎アウト・イン双方の集客支援
◎現地等での効果的なＰＲ

新

新

新

新

自転車による観光の需要増加や外国人をはじめとした観光客に対
応するため、岡山市、総社市と連携して吉備路自転車道の整備に
取り組みます。

◎自転車道の総点検
・岡山市、総社市、県で意見交換し、合同で現地の総点検

を行います。
◎現地総点検に基づく対策の実施

・案内看板の設置、路面標示など、周辺環境
の変化に伴う案内機能の充実を図ります。

・英語表記を用いた案内看板や、ピクトサイ
ンの設置などを行います。

訪日外国人観光客が過去最高を更新して増加する中、本県のさらな

る認知度向上や広域周遊ルート定着により、外国人観光客誘致促進

を図るとともに、県内での消費増加による地域経済活性化につなげ

ます。

◎アジア地域でのさらなる認知度向上とプロモーション活動の

拡大・強化

＜台湾＞「桃太郎的故郷日本岡山！」の定着

・知事によるプロモーション ・フォトコンテスト

・観光セミナー ・現地ＴＶ番組を活用した情報発信

＜香港＞一般消費者向け情報発信の拡大・強化

・香港旅行雑誌への特集記事掲載

＜韓国＞韓国「岡山ブログ」構築事業

・韓国ブロガーによる情報発信

＜タイ＞一般消費者向け情報発信の拡大・強化

・個人旅行者対象の訪日旅行フェア出展

・現地ＴＶ番組を活用した情報発信

◎インバウンドのさらなる拡大へ
・羽田空港利用による誘客拡大

羽田空港を利用した海外旅行会社等の視察・取材ツアーの実施

・首都圏在住外国人を活用した情報発信

海外に向けた情報発信力のある首都圏在住

外国人を対象とした観光説明会の開催
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（攻めの農林水産業育成プログラム）

平成２８年度の主な事業

マーケティングの強化と輸出の促進、ブランディングの推進、環境保全型農林水産業の推進、次世代フルーツの生産・販路の
拡大、時代を担う力強い担い手の育成、農林水産物の鳥獣害防止対策の推進、６次産業化と農商工連携の推進などにより、儲
かる産業としての農林水産業の実現を目指します。

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

未来へつなぐ！岡山果樹生産パワーアップ
プロジェクト

［4,969万円（4,969万円）］

強みを生かしたマーケティング＆
ブランディング戦略展開プロジェクト

［6,635万円（0万円）］

H27
補正

一部新規

新

新

新

新

新規

技術力やブランド力、未利用のストック等を活用し、人・農地・技術
・販売力をトータルでコーディネートすることで、新たな生産拡大の
サイクルを創出する取組を支援するとともに、清水白桃に偏りがちな
桃について、長期出荷需要に対応した品種構成への移行等の取組を支
援します。

◎岡山ハイブリッドメガ生産団地構想推進事業
《メガ生産団地》（１０ha以上（桃・ブドウ）、販売額１億円以上）

・多目的な機能を備えたハイブリッドなメガ生産団地を県内２か所
にモデル的に整備

・既存ストック（公共投資受益地等）の活用等、岡山ならではの独
自性を持って整備

・産地ごとに必要な支援メニューを選択し、交付金として一括交付
《支援メニュー》

・計画策定支援事業 ・基盤整備支援事業
・機械・施設整備支援事業 ・新規就農者確保支援事業

◎白桃の供給力強化緊急対策事業
《生産対策》

・既存産地の面積拡大による供給力強化のため、大規模化に係る
農地確保対策や省力機械の導入等を支援

・品種構成の見直しを行い、晩生品種の導入による長期安定出荷
を促進

《担い手対策》
・桃に特化した新規就農者の参入促進

の取組を重点的に実施
・園地マップ作成、研修ほ場設置、

就農相談会等の開催、
基本栽培マニュアル作成等

ブランド力の向上を図るため、海外・首都圏・関西圏でのＰＲを効
果的に実施するとともに、地域間競争に打ち勝つため、新たな付加
価値を創造する取組を実施します。

◎岡山ブランド農林水産物情報発信等強化事業
・海外メディアやＳＮＳ等を活用した情報発信とＴＰＰ参加国

の関連情報を収集
◎旬の岡山！関西プロモーション

・県産農産物のメイン市場の関西圏でトップセールス等のＰＲ
を実施

◎海外等県産農林水産物販路拡大支援事業
・首都圏及び海外市場での販路拡大に向けた取組を推進
➢販路開拓に取り組む団体等への支援
➢岡山米のブランド化と輸出の促進
➢海外向け見本市への出展
➢市場調査 等

◎県産果物の“美味しさの見える化”による
ブランド強化
・県産果物を味覚センサー等を用いて測定

し、食味に関する見える化にチャレンジ
◎６次産業化と農商工連携の推進

・企業参入の相談会等の開催や農業大学校
での６次化関連講座を開設

◎ジャージー牛の生産振興
・ジャージー牛の優良後継牛確保と、収益

向上に向けた取組（受精卵移植による和
牛子牛生産）を支援
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（攻めの農林水産業育成プログラム）

平成２８年度の主な事業

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

「伐って、使って、植えて、育てる」林業サイクル
再構築プロジェクト ［1億5,383万円（72万円）］

農林水産業の生産を支える豊かで魅力ある
農村集落活性化プロジェクト
［2,572万円（2,344万円）］

農地集積加速化等による競争力強化プロジェクト
［6億149万円（5,870万円）］

H27補正

担い手・労働力確保に向けたトータルプロジェクト

［273万円（273万円）］

新規

県産材の輸出促進や東京五輪施設へのＣＬＴ等の利用促進等、新たな
販路拡大への取組や、労働力の確保や花粉発生源対策への取組を支援
します。

◎県産ヒノキ販路開拓支援事業
・輸出重点国（中国・韓国）でのトップセールスや国外での展示

会への出展等を実施
◎ＣＬＴ等利用促進対策事業

・ラミナの安定供給や東京五輪施設への利用
のための認証材のストックを支援

◎森林認証・認証材普及促進事業等
・森林認証材の普及促進等や森林情報の一元管理システムの構築

◎おかやまの森林・林業を支える担い手対策事業
・就業希望者のリクルート、林業事業体とのマッチング、定住促

進対策等の取組を支援
◎少花粉スギ等普及促進事業

・少花粉スギ等苗木の安定供給対策等を強化

農地中間管理事業の一層の推進により、農地集積の加速化を図ると
ともに、稲作での大規模経営体の育成や地域の実情を踏まえた取組
を支援します。

◎農地中間管理事業の推進
・機構の体制強化（専門員の増員）や市町村への業務委託を推進
・一定条件下で機構への農地貸付者等に機構集積協力金を交付
・農地の集積・集約化が見込まれる地域での基盤整備等を支援

◎水田農業の規模拡大加速化対策
・水田営農支援チームの設置やＩＣＴ技術

の導入に向けた実証調査等を実施
・大規模経営体への助成制度や品質向上・

高付加価値化の取組への支援を拡充

地域農業の新たな担い手として企業の農業参入の一層の促進を図る
とともに、林業の担い手や雇用者を確保する取組を支援します。

◎地域密着型農業関連企業の参入支援体制整備
・地域情報収集や企業訪問等で地域と企業とのマッチングを促進
・セミナーの開催や先進的に取り組む市町村を支援
・関東、関西圏における誘致活動の強化

◎おかやまの森林・林業を支える担い手
対策事業 ※再掲
・就業希望者のリクルート、

林業事業体とのマッチング、
定住促進対策等の取組を支援

野生鳥獣による農林水産被害への対策として、効果をより高める
ために集落ぐるみでの取組を支援するとともに、鳥獣害対策に関
する専門的な知識・技能を持つ人材による技術的なサポートを実
施します。

◎集落ぐるみ農作物鳥獣被害防止対策事業
・集落点検マップによる、集落全体を囲む

「集落柵」の整備を支援
・研究機関等が開発した先進的技術の現地

実証を支援し普及を促進
・人材育成の講座開設や技術向上研修、セミナーを開催

◎鳥獣害対策支援チームの創設
・普及員等を技術的にサポートする専門組織

を農林水産総合センターに設置
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岡山県

Ⅱ 地域を支える産業の振興（雇用拡大プログラム）

平成２８年度の主な事業

企業人材の確保支援、産業ニーズにマッチし働く人の状況に即した人材育成、若者の就職支援、男女の均等な雇用機会等の確
保と女性の再就職の支援などにより、県内産業が必要とする人材の確保や、誰もが適性と能力に応じて働き活躍できる社会の
実現を目指します。

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

県内企業の魅力を次代を担う若い世代に知ってもらい、大学等卒業
後も、ふるさと岡山で就職し、岡山の経済を担うという意識づけを
行うとともに、若者等の本県への就職支援と県内企業への正規雇用
促進を図り、本県への定着と人材還流を強力に推進します。

◎若い世代への意識づけ
進学を希望する高校生への産業見学ツアーで、おかやまの魅

力や県内産業の魅力を知ってもらい、大学等卒業後の「おかや
ま」への定着やＵターン就職を意識させます。

◎大学生等就活準備支援
地域の魅力発見バスツアーや県内企業等でのインターンシッ

プを促進し、大学生等の「おかやま」での就職に向けた準備を
支援します。

◎就活支援
県内外での企業説明会や就職面接会を開催するなど、「おか

やま」への就職活動を支援します。

◎ＩＪＵターン支援
企業人材確保支援センターなどの取組により、県外から「お

かやま」へＩＪＵターンする若者等の就職を支援します。

◎がんばれ！岡山の若者たち
「おかやま」に就職した若者の離職防止や未就職者等

の正規雇用促進、女性の就職支援を行います。

Ｗｅ Ｌｏｖｅ おかやま就職推進事業

［1億4,076万円（1億1,521万円）］

ママの多様な働き方応援事業

［759万円（759万円）］

◎働く女性生き活き企業スタートアップ支援制度
コーディネーターが直接企業を訪問し、女性が活躍できる環境

づくりに向けたアドバイスの実施、取組企業に対する奨励金の交
付等を行います。

働く女性の環境ステージＵＰ事業

［451万円（451万円）］

関連施策

おかやまで就職して、みんなで生き活きおかやまを創ろう！
Ｗｅ おかやま！

一部H27補正

一部H27補正

一部新規一部新規

新

新
新

子育て中の女性に対して、ライフプランの中での仕事の位置付け
を明確化し、就職への動機付けを高め、働き方の提案を行うとと
もに、企業との出会いの場づくりなどを行い、将来の就労につな
げます。

◎ママの就活コンシェルジュの配置
・就職への動機付け、働き方の提案

◎プレキャリアアップセミナーの開催
・就職の前段階におけるセミナー

◎就職応援イベントの開催
・多様な働き方を提供する企業と、

子育て中のママの出会いの場づくり
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岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（保健・医療・福祉充実プログラム）

平成２８年度の主な事業

［H28予算額（うち一般財源）］

心と体の健康づくりの推進、地域包括ケアの推進、地域医療を支える医療従事者の育成・確保、地域における医療提供体制
の整備などにより、県民誰もが、健康で生きる喜びを感じられ、住み慣れた地域で自立して暮らせる社会の実現を図ります。

体の健康づくり推進事業
［810万円（592万円）］

白血病などの治療のため、造血幹細胞移植が必要な場合、ドナーが骨
髄等を提供しやすい環境づくりを進めます。また、がん患者とその家
族の療養生活の質（ＱＯＬ）の維持向上を図ります。

◎骨髄・末梢血幹細胞ドナー支援事業
造血幹細胞移植を推進するため、骨髄等のドナー及びドナー

が従事する事業所に対し、助成を行う市町村を支援します。

◎がん患者及び家族の生活の質（ＱＯＬ）維持向上事業
・効果的な緩和ケアを広く普及するための施策立案に

向けた調査
・緩和ケア研修、緩和ケアフォローアップ研修
・がん患者支援ピアサポーター支援事業

新

新

新

心の健康づくり推進事業
［8,351万円（2,435万円）］

自殺予防対策のための人材育成、普及啓発及び未遂者支援、在宅の
精神障害のある方に対する訪問支援並びに認知症対策のための人材
育成、相談体制の充実等を図ります。

◎自殺対策の充実
・自殺未遂者支援事業 、電話相談支援事業、人材育成事業、

自死遺族支援事業、普及啓発事業、市町村補助事業

◎精神科在宅支援（アウトリーチ）事業

◎認知症対策の推進
・認知症ケアに携わる人材の育成
・若年性認知症支援コーディネーターの配置と交流会の開催等

新

新

新

感染症対策充実強化事業

［3,607万円（1,728万円）］

重大な感染症の発生時に迅速かつ適確に患者を移送する体制を整
備し、感染症発生時の拡大の防止に努めます。また、おかやまエ
イズ感染防止作戦として、身近な診療所でのＨＩＶ検査等に取り
組みます。

◎感染症患者等移送ネットワーク強化事業
移送に係る資機材の整備や移送用救急車の更新、研修・訓

練を行うなど、保健所の移送体制の充実、感染症指定医療機
関・消防機関の移送協力体制の支援等を行います。

◎おかやまエイズ感染防止作戦推進事業
ＭＳＭ（男性間性交渉者）を対象に、関連団体と

連携した普及啓発を行い、身近な診療所において、
期間限定のＨＩＶ検査（1,000円）を実施します。

新

社会問題化している危険ドラッグに対応するため制定した「岡山

県危険な薬物から県民の命とくらしを守る条例」に基づき、警察

等と緊密に連携し、指導取締の強化を図ります。

また、学校を通じた予防啓発、カード広告による薬物相談窓口の

周知をするとともに、検査体制の強化を図ります。

危険ドラッグも「ダメ。ゼッタイ。」

［317万円（317万円）］

関連施策

一部新規 一部新規

一部新規
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岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（保健・医療・福祉充実プログラム）

平成２８年度の主な事業

地域医療・介護の総合的な確保

［93億3,494万円（17億69万円）］

障害者差別解消・障害者就労移行等連携
支援事業

［944万円（472万円）］

ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者差別の解消や

障害者の就労支援の推進等を重点目標とする第３期障害者計

画（平成28～32年度）を策定し、適切な環境整備、普及啓

発活動を行うとともに、福祉的就労から一般就労への移行・

定着を促進します。

◎障害者差別解消プロジェクト

・相談窓口に専門相談員を配置、県民や行

政機関等からの相談に対応

・合理的配慮等として手話通訳者等の配備、

点字シールの活用等を実施

・障害者差別解消法施行に伴い、県民向け

シンポジウムを開催、あいサポート運動

を推進

◎障害者就労移行等連携支援事業

・障害福祉圏域を見直し、障害者就業・生活支援センター

を高梁・新見圏域に設置

身近な地域におけるレスパイトサービス（短期入所）環境の
整備・充実を図り、重症心身障害児者が地域で安心して生活
できる社会の実現を進めます。

重症心身障害児者と家族の安心生活サポート事業

［1,948万円（1,948万円）］

関連施策

一部新規

一部H27補正

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

新規

地域医療介護総合確保基金を活用して医療・介護サービスの提供体制
の構築に努めるほか、地域包括ケアシステムの構築を推進します。
<42億2,789万円（45万円）>

◎病床の機能分化と連携
・晴れやかネット拡張機能の充実など

◎介護施設等の整備
・地域密着型サービス施設等の整備など

◎医療・介護従事者の確保
・医学部地域枠医師の養成
・多様な人材の参入促進など

◎地域包括ケアシステムの構築推進
・地域包括ケア体制構築に取り組む市町村の支援など

上記事業の財源として基金への積み立てを行います。
<51億705万円（17億24万円）>
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岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（子育て支援充実プログラム）

平成２８年度の主な事業

きめ細かな保育の拡充、子育てしやすい環境の整備、地域の子育て支援拠点の充実、母子保健等の推進、周産期・小児医療対
策の充実などにより、誰もが安心して子育てができる環境整備を進めます。

少子化危機突破プログラム～ 第１子の壁突破 ～
［4,338万円（3,480万円）］

結婚や妊娠・出産の希望がかなう環境づくりのため、これまで実施し
てきた出会いから結婚のサポート、妊娠・出産・子育てのサポートを
さらに拡充します。

◎出会い・結婚サポート機能強化事業
おかやま出会い・結婚サポートセンターにおいて、企業・団体間

交流コーディネート、出会いマッチングなどを新たに実施します。

◎妊孕性（にんようせい）普及啓発プロジェクト
子どもを望む人がその希望をかなえることができるよう、若い世

代への妊娠・出産に関する正しい知識の普及啓発を通じ、ライフプ
ラン設計を支援します。

［H28予算額（うち一般財源）］

少子化危機突破プログラム～第２子・第３子の壁突破～

［３億551万円（3億551万円）］

男性の長時間労働による子育て参加不足や、教育・保育にかかる経済
的負担を解消するため、男性が育児休業を取得しやすい環境を整備す
るとともに、第３子以降の保育料の無償化又は軽減を行う市町村の取
組を支援します。

◎ワーク・ライフ・バランスの推進事業～ 育児休業の取得促進に向けて ～
企業等における育児休業の取得を促進するため、ワーク・ライフ・

バランスを考慮した働きやすい環境づくりを推進します。
・企業トップセミナーの開催
・イクボスの取組推進
・先進事例の情報提供
・働き方改革企業サポート事業

◎第３子以降保育料無償化事業
３人以上の子どもを持ちたいと希望する世帯が、希望どおり出産で

きるように、３人以上の子どもを持つ多子世帯に対し、第３子以降の
保育料無償化又は軽減を行う市町村の取組を支援します。

・対象児童 現に扶養する子が３人以上いる世帯の保育施設に通う
第３子以降の児童

・対象年齢 ０～２歳児

・対象施設 保育所、認定こども園（３号）、地域型保育事業

・所得制限 なし

◎満足度の高い妊娠・出産への支援
・男性不妊治療への助成上乗せ
・産後ママあんしんケア事業
・風しん抗体検査助成事業

新規

保育所

【具体例】

市町村の定める保育料（※）

※各市町村において、国基準より保育料を減額しています。
また、国は、年収３６０万円未満の世帯に限り、第３子以降を無償化する
よう制度改正を行います。

○現行の制度 ○制度改正後

小学生 小学生

無償化又はさらなる減額

9才 7才

0～２才

保護者負担 保護者負担
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岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（子育て支援充実プログラム）

平成２８年度の主な事業

空き家の適正管理、利活用に関する相談体制を整備して市町村等を
支援するとともに、空き家診断及び空き家等の除却について市町村
へ財政的支援も行います。

◎空き家コンシェルジュ市町村サポート事業
・専門的知識を持った専門家を「空き家コンシェルジュ」と

して総合相談窓口（建築士会に開設）に配置します。
・「空き家コンシェルジュ」を市町村へ派遣し、窓口支援や

現地での相談に対応します。

◎空き家生き活き事業
・空き家の耐震診断及び劣化状況などについての診断を行う

場合に、市町村が行う補助事業の経費の一部を負担します。

◎空き家等除却支援事業
・保安上危険となるおそれがある空き家等について、除却工

事を行う所有者等を対象に市町村が行う補助事業の経費の
一部を負担します。

・市町村が所有者等から寄付を受けた空き家等を自ら除却す
る場合、市町村の経費の一部を負担します。

明活家（あきや）ストック有効活用推進事業

［２,210万円（２,210万円）］

［H28予算額（うち一般財源）］

少子化危機突破プログラム～ 子育て支援の基盤強化 ～

［20億8,872万円（20億5,289万円）］

子ども・子育て支援環境の充実等により、生まれた子どもを安心し

て育てられる環境を整えます。

◎子ども・子育て支援環境の充実

子ども・子育て支援新制度に基づき、放課後児童クラブ

や地域子育て支援拠点の整備をはじめとした多様な子育て

支援サービスの充実を図ります。

◎保育士等の人材確保・育成

地域の子育て支援員等の育成研修を実施します。

◎子ども虐待の連鎖防止（虐待防止条例の推進）

条例の制定に伴い虐待防止推進のための普及啓発を行う

とともに、里親やファミリーホーム等の家庭的養護を推進

します。

◎ひとり親家庭等への支援の充実

ひとり親家庭等を対象に、子どもに

食事や学習支援を提供する居場所づく

りを進めます。

新

一部新規 一部新規

新

新
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岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（防災対策強化プログラム）

平成２８年度の主な事業

自らの安全は自らで守る取組の促進、互いに助け合う取組の促進、災害時の体制強化の推進、公共施設等の耐震化の推進、洪
水・高潮・津波・土砂災害等から命を守る防災施設整備の推進などにより、災害から人命を守ることを最優先に、全県的に災
害に対する備えを一層強化します。

県防災行政無線の機能強化事業

［7億3,665万円（11万円）］

［H28予算額（うち一般財源）］

県内の先進事例のノウハウを参考に、自主防災活動支援に実績のある
県内ＮＰＯとの協働により、土砂災害や浸水害などが想定される３地
区程度の自治会を選定し、専門支援チームを派遣します。

県民避難力強化推進モデル事業

［200万円（200万円）］

国の支援計画や県の被害想定に基づく避難者数を
もとに、備蓄計画を見直すとともに、民間のノウ
ハウを活用した支援物資物流体制を整備します。

南海トラフ地震に備えた公的備蓄の整備

［2,231万円（2,231万円）］

新規

高潮により相当な被害がある海岸を今後概ね５年で指定して高潮特別
警戒水位を定め、周知するとともに、高潮浸水想定区域図を作成しま
す。

高潮災害による避難体制等の充実・
強化の推進
［1,000万円（500万円）］

通信機能強靱化事業

［8,772万円（22万円）］

私立学校施設の耐震化工事を促進するため、私立学校施設の耐震化
工事に対する助成の上限額を１，０００万円から１，５００万円に
引き上げます。（平成２８～３２年度までの時限措置）

私立学校施設の耐震化工事に対する助成の拡充

［8,540万円（2,500万円）］

地震により倒壊した場合に緊急輸送道路を閉塞する恐れがある建築
物について、県と市町村が併せて耐震診断の実施の義務付けを行っ
た場合、その耐震診断に要する費用を助成します。

緊急輸送道路沿道建築物耐震診断補助事業

［900万円（900万円）］

大規模災害発生時における国、市町村等との通信を確保するため、
通信回線の信頼性向上や長時間停電による通信途絶を防ぐ電源機能
の強化を行います。

県防災行政無線について、気象予警報の細分化や特別警報の新設な
ど防災情報の多様化に対応するため、一部機器を更新整備し、処理
件数の拡大や通信機能の強化など、市町村等の防災関係機関との防
災通信体制を充実強化します。

堤防等の河川管理施設や河道の変状、異常等の状況把握をする目視を
中心とした点検を年１回以上実施し、点検の結果、河川管理における
知見、市町村からの要望を参考にして、堤防内部の性状を把握する必
要が認められる箇所について、地形調査・地質調査を行います。

河川堤防の点検および詳細調査

［7,220万円（7,220万円）］

一部新規

新規

新規

新規

新規

－３８－



岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（暮らしの安全推進プログラム）

少年非行防止・保護総合対策の推進、犯罪の起きにくい社会づくりの推進、重要犯罪等の徹底検挙、交通事故防止総合対策の
推進などにより、犯罪や事故のない社会を実現します。

警察本部庁舎整備事業

［7億8,703万円（0万円）］

事件・事故や災害に迅速・的確に対処するため、
分散化した警察本部機能を集約し、総合力が発
揮できる独立した警察本部庁舎の整備に向けた
実施設計及び車庫整備等を行います。

関連施策

子供の犯罪被害回避のため、学習塾等の習い事に通う子供の実態
を把握し、経営者等が参加する防犯ネットワークの構築と防犯指
導の推進を図ります。

子供の犯罪被害回避能力向上等を
図るための事業
［243万円（243万円）］

塾関係者、保護
者、子供の皆で
防犯!!

特殊詐欺被害防止のため、高齢者を中心に電話広報による情報提
供を行うほか、広報員が公民館や商業施設等へ直接出向き、防犯
指導を実施します。

特殊詐欺の被害防止を推進するための事業

［2,909万円（2,909万円）］

［H28予算額（うち一般財源）］

増加する訪日外国人に対する円滑な対応などを行うため、
観光地や空港等を管轄する交番等に外国人用翻訳アプリを
搭載したタブレット端末を整備します。

訪日外国人を対象とした地理教示等地域警察活動
円滑化事業
［109万円（109万円）］

新規

－３９－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（中山間対策推進プログラム）

集落機能維持・強化に取り組む集落の拡大、地域づくりへの民間参加等の促進、交流や移住・定住の促進、買い物をしやすい
環境づくり等の促進、中山間地域の安全で円滑な交通を確保する道づくりなどにより、みんなで支え合う元気な地域づくりを
目指します。

中山間地域の活性化に向け、ハード・ソフト両面から総合的に取り
組みます。

中山間地域等活性化特別事業

［6億円（2億3,935万円）］

関連施策

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

生活圏内の拠点に日常生活に必要なサービス機能を集約し、公共交通
ネットワークで結ぶことで、中山間地域等人口減少が進む地域におい
ても必要な機能を確保・維持し、安心して暮らし続けていくことがで
きるようにする、小さな拠点（生き活き拠点）の形成を促進します。

◎市町村支援（取組段階・内容に応じて選択可能なメニュー制）
《ソフト事業》

・小さな拠点を核とした総合的生活支援・地域活性化支援
コミュニティビジネスによる買い物支援や地域特産品開発など

・地域公共交通ネットワーク再編等支援（一部重複）
検討・調査、車両購入、実証運行など

《ハード事業》
・施設整備支援

廃校舎等を改修し、特産品加工・提供施設やコミュニティ
ビジネスの事業所等としての活用など

《その他》
・拠点形成計画の作成等支援

地域運営組織・拠点形成計画の作成、拠点化診断カルテの
作成、住民アンケートの実施など

◎県実施
《普及啓発、人的支援等》

・共助による交通手段導入のための支援セミナーの開催など
・生き活き拠点形成支援員の配置

生き活き拠点形成支援事業

［8,800万円（4,400万円）］

晴れの国ぐらしの魅力発信や相談窓口の充実、受入体制の整備等に
より、県外からの移住者１万人（５年間累計）を目指します。

◎晴れの国ぐらしの魅力まるごと発信
・ポータルサイト「おかやま晴れの国ぐらし」の全面改訂 等

◎晴れの国ぐらしの移住相談窓口の設置等
・東京のふるさと回帰支援センターに

専用相談コーナーを設置 等

◎晴れの国ぐらし移住相談会の開催等
・「来て！見て！晴れの国おかやま移

住・定住フェア」の開催 等

岡山移住１万人プロジェクト推進事業

［3,730万円（0万円）］

H27
補正

一部新規 一部新規

新

新

新

新

新

新

－４０－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（快適な生活環境保全プログラム）
［H28予算額（うち一般財源）］

水、大気、土壌などの保全対策の推進、スギ花粉の飛散の低減に向けた取組の推進、省資源・省エネルギー型ライフスタイル
の推進、自然や優れた景観を保全し活用する環境づくりの推進、生活排水対策の推進、循環型社会形成の推進などにより、将
来にわたって豊かに生活できる社会の構築を目指します。

国の新たな温室効果ガス削減目標や計画を踏まえ、県の温暖化防止
行動計画を改定するとともに、事業者の積極的な削減対策を支援し
ます。

◎岡山県地球温暖化防止行動計画の改定

◎事業者の取組推進
・対策メニューの公表・活用促進
・相談窓口の開設
・出張なんでも相談の実施
・エネルギー管理研究会（事業者の取組等を共有）

地球温暖化対策の推進

［895万円（0万円）］

電気自動車（ＥＶ）の導入支援や新たな魅力発信により、その普及
拡大を図るとともに、業務・運輸部門を中心とした温室効果ガス排
出量の削減にもつなげます。

◎ＥＶ普及拡大促進事業
・業務用車両等にＥＶを導入する法人に対し、

ＥＶの普及啓発への協力を条件に、必要な
経費の一部を補助します。

・経済性や“移動できる蓄電池”としての機
能、運転性能など、ＥＶの魅力を多角的に
ＰＲします。

新エネルギービジョン推進事業

［488万円（0万円）］

海ごみの削減を促進するため、地域計画に基づく全県下での総合的
かつ効果的な対策を推進します。

◎海へとつづく美化意識啓発事業
海ごみの現状及びその対策を周知し、当事者意識の醸成と自ら

が実践できる取組を進めるための意識啓発を実施します。
・啓発資材（展示物等）の作成
・啓発機会（パネル展等）の創出 等

◎海ごみクリーンアップ事業
市町村による海ごみ回収・処理及び発生抑制の取組

おかやまの美しい海、
海ごみクリーンアップ事業

［986万円（225万円）］

児島湖の水質改善を促進するため、より高い費用対効果が見込まれ
る事業の実施に向けて必要な調査等を行います。

◎ 児島湖水質改善促進事業
・浄化用水の増加を図るための環境用水利権の取得に向けた

導水調査
・農地からのリン流出削減を図るためＬ字型肥料の普及促進

◎ 浄化用水導入事業

◎ 児島湖畔環境保全アダプト推進事業

◎ 児島湖清掃大作戦・ポスターコンクール等の啓発事業

児島湖の水質改善の促進

［3,411万円（1,575万円）］

一部新規 一部新規

新

新

新規 新規

－４１－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（生きがい・元気づくり支援プログラム）

文化とスポーツを核とした地域の活性化、生涯にわたってスポーツに親しめる環境づくりの推進、文化創作活動の振興、生涯
学習活動の推進、おかやまアダプトの推進などにより、豊かで潤いのある暮らしや活力のある地域を創造するとともに、男女
ともに能力を発揮して活躍できる元気な社会の実現を目指します。

アートプロジェクトおかやま推進事業

［1億円（8,145万円）］

キャンプ受け入れ体制整備事業
［1,191万円（1,191万円）］

（H20北京五輪
柔道女子オランダ
代表キャンプ風景
ｉｎ岡山武道館）

トップクラブチームサポーター拡大事業

［600万円（600万円）］

［H28予算額（うち一般財源）］

一部新規

新

新

新規

新規

アーティスト・イン・レジデンス（作家による滞在制作）など、地域
資源を活用したアートイベントを実施するとともに、県内市町村の行
うアートイベントとの連携によりさらなる集客を図り、文化による地
域の活性化を図ります。

◎主な県主催事業
・アーティスト・イン・レジデンス（５月～２月）

笠岡諸島などにアーティストが滞在し、地域の歴史や風土に根
ざした作品制作・展示を行うとともに、ワークショップなどの
開催により地域住民との交流を図っていきます。

・クラシックと舞踊のコラボレーション（１０月：倉敷市）
特別編成オーケストラの演奏に、日本舞踊を組み合わせた新し
い芸術表現を追求します。荘厳かつ華麗なオーケストラの演奏
と日本舞踊の華やかな衣装・演舞のマッチングは必見です。

・温泉で楽しむアート（４月～６月）
美作三湯（湯郷･奥津･湯原）を展示舞台としたアートイベント。
県内外から気鋭の現代作家１６名が集結し、多彩なアート作品
を展開します。

◎市町村事業への支援
アートプロジェクトおかやまに参加する市町村が企画する事業に

ついて、事業費の支援を行います。
参加市町村：岡山市（岡山芸術交流）倉敷市 ほか

サッカーとバレーボールのトップクラブチームの試合等を活用して、
サポーター拡大、誘客に努め、スポーツを通じた地域活性化を図ると
ともに、岡山の情報発信を行います。

◎みんなで応援・体験しようデー(仮称)の開催
これまで実施してきた「県民応援デー」を踏まえ、新たに魅力

ある充実したイベントを実施し、サポーター拡大、誘客に努め、
地域の活性化を図ります。

◎情報発信・交流
関係クラブや各クラブホームタウン自治体

と連携し、交流によるホームゲームへの誘客
促進を図るとともに、岡山の情報発信に取り
組みます。

東京オリンピック等の事前キャンプを誘致するため、ナショナルチー
ムのキャンプやトップレベルの大会を誘致し、海外ナショナルチーム
等とのつながりを作るとともに、受け入れ体制の整備を図ります。

◎ナショナルチームキャンプ支援事業
・駐日大使館及び中央競技団体等へ働きかけ
・ナショナルチーム合宿補助

◎Touch the DREAM事業
・世界や国内のトップレベルの大会誘致に対す

る補助（地元との交流を条件）

◎地域スポーツコミッション支援事業
・スポーツを通じた地域活性化を目指すスポー

ツコミッションの取組を支援

－４２－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

Ⅲ 安心で豊かさが実感できる地域の創造（情報発信力強化プログラム）

イメージアップ戦略の推進による岡山ブランドの確立、本県に対する愛着心と誇りの醸成の促進、ポータルサイト等による魅
力発信の推進、晴れの国大使等を通じた県外在住者ネットワークの拡大、マスコットキャラクターの活用促進などにより、本
県の知名度向上と岡山ブランドの確立を目指します。

岡山のイメージをインパクトのある形で全国に発信するなど、本県
の認知度向上等を目指す戦略を展開します。

◎イメージアップ戦略推進事業
新たなＰＲ動画の作成や効果的な情報発信の推進など全庁を

挙げて「晴れの国おかやま」を発信します。

◎首都圏情報発信力強化事業
・首都圏アンテナショップを活用した継続的な情報発信を実

施します。
・ＰＲ専門会社を活用し、積極的に首都圏メディアの取材誘

致を図ります。

◎晴れの国おかやまファン獲得作戦
イメージアップ戦略推進事業と連動するなど、コンテンツを

拡充し、本県の魅力に共感していただける「おかやまファン」
の拡大を図ります。

「晴れの国おかやま」情報発信力強化事業

［6,894万円（6,894万円）］

スマートフォンの普及等により手軽で身近な媒体となった動画
サイトを活用し、若者への県政広報の展開、効果的な情報発信
を図ります。

◎県政の重要施策を、YouTubeで
情報発信

◎YouTubeと併せ、様々なメディ
アやイベントも活用

動画を活用した若者への効果的な
県政広報の発信
［568万円（568万円）］

首都圏情報受発信推進事業

［1億4,258万円（1億3,067万円）］

H27補正

H27補正

H27補正

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

一部新規 一部新規

新

新

新

新規

アンテナショップを活用した情報受発信を進めるとともに、商品開発
や販路開拓を支援して、首都圏ひいては全国における本県の認知度の
向上と岡山ブランドの確立につなげます。

◎首都圏アンテナショップ事業
鳥取県、運営事業者と連携を図りながら、より魅力ある店舗

運営に取り組みます。

◎首都圏情報受発信協働事業
地域や民間の知恵・創意工夫を活用した販路開拓、観光ＰＲ

等の事業を公募して実施します。

◎おかやまの逸品発掘事業
コーディネーターを新設し、首都圏に通用する県産品を発掘

するとともに、アンテナショップや首都圏バイヤーへの情報提
供を行います。

◎首都圏ニーズ収集活用事業
上記の事業により新設するコーディネーターを活用し、アン

テナショップの入館者や首都圏バイヤーから収集・把握した生
の声を県内事業者に提供し、首都圏に通用する商品づくりを支
援します。

◎首都圏向け知名度向上強化事業
アンテナショップを活用したマスコミ

対象の県産品プレゼンテーション、広報
紙の発行等を行うとともに、首都圏在住
外国人を活用した県内産業の情報発信を
行います。

－４３－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

○ その他の取組

今年度は「晴れの国おかやま生き活きプラン」の最終年度に当たるため、現プランの取組に対する成果や新たな課題、「おかや
ま創生総合戦略」を踏まえつつ、今後重点的に取り組むべき事業について検討を進めます。
また、人口減少社会における学校の小規模化に伴う諸課題に対応するため、特色ある学校づくりを進める市町村の取組に対して
支援などを行うとともに、選挙権年齢の引き下げを受け、主権者教育の指導方法を研究します。

［H28予算額（うち一般財源）］

小・中・高等学校の活性化支援
［300万円（300万円）］

特色ある学校づくりを進める市町村の取組を支援するとともに、

高等学校段階における主権者教育の推進のため、政治的中立性を

確保した指導方法の研究を行います。

◎学校活性化モデル事業

小規模校の活性化や小中一貫教育の導入等を検討するモデル

事業を実施することにより、特色ある学校づくりを促進します。

・小規模校活性化モデル

（例）ＩＣＴ活用による他校との合同授業 など

・小中一貫教育活性化モデル

（例）一定の集団規模の確保による異学年の集団

での体験学習等の実施 など

◎主権者教育推進事業

公職選挙法の改正による選挙権年齢の満１８歳以上への引き

下げに伴い、高等学校教育研究会や選挙管理委員会、大学教授

等の専門家で構成する研究推進委員会を組織し、政治的中立性

を確保した指導方法の研究等を行います。

現プラン（平成２６～２８年度）の「岡山の将来像（長期構想）」

や「おかやま創生総合戦略」を踏まえつつ、今後、重点的に取り組

むべき戦略や施策について検討を進めます。

現プランの取組に対する評価や、新たな課題、県民ニーズを把握す

るため、有識者会議をはじめ、県民局ごとの生き活き情報交換会等

の開催を通じて、幅広く県民の皆さんや市町村、有識者などから意

見を伺いながら、策定作業を進めます。

◎計画策定及び関係者への周知（印刷・配付等）

第２次「晴れの国おかやま生き活きプラン」
（仮称）策定
［752万円（752万円）］

新プランを
策定します！

新規 新規

－４４－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

おかやま創生総合戦略は、すべての県民が明るい笑顔で暮らす「生き活き岡山」を実現するため、国の「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を勘案しつつ、人口減少問題を克服し、岡山県が持続的に発展していくための道筋となるものです。

おかやま創生総合戦略

合計 ９７６億円

うち重点事業５２事業１５２億円

４つの対策と政策パッケージ

３

５億円
うち重点事業 2事業 0.3億円

４

３４億円
うち重点事業 7事業 2.4億円

地域の持続的発展のための

活力の維持

地域の持続的発展のための

経済力の確保

※億円未満の金額を四捨五入
しているため、合計額と合わ
ないことがあります。

平成2８年度
当初予算

２

８８８億円

うち重点事業 39事業 125億円

人を呼び込む魅力ある郷土

岡山づくりの推進

すべての県民が
明るい笑顔で暮らす
「生き活き岡山」

の実現

基本的な考え方

・人口減少問題の克服

・岡山県の持続的発展

・ 産業振興と雇用創出

・ 魅力ある教育環境の整備

その他 ５のパッケージ

・ 地域社会の活性化

・ 行政運営の効率化・最適化と
連携の推進

１

４９億円

うち重点事業 4事業 24億円

・ 妊娠・出産の希望がかなう
環境づくり

・ 子育て支援の充実

若い世代の希望をかなえる

少子化対策の推進

その他 ２のパッケージ

・ 生産性向上と高付加価値化の促進

・ 女性・高齢者の労働参加率の向上

－４５－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

１ 若い世代の希望をかなえる少子化対策の推進

① 次世代に向けた意識の醸成

ワーク・ライフ・バランス推進事業
～ 育児休業の取得促進に向けて ～
［551万円（551万円）］

企業等における育児休業の取得を促進するため、ワーク・ライフ・バ
ランスを考慮した働きやすい環境づくりを推進します。

再掲＜36頁＞

②③ 結婚や妊娠・出産の希望がかなう環境づくり

④ 子育て支援の充実

少子化危機突破プログラム～第２子・第３子の壁突破～

［３億206万円（3億206万円）］

男性の長時間労働による子育て参加不足や、教育・保育にかかる
経済的負担を解消するため、男性が育児休業を取得しやすい環境
を整備するとともに、第３子以降の保育料の無償化又は軽減を行
う市町村の取組を支援します。（一部重複）

再掲＜36頁＞

人口の減少に歯止めをかけるため、若い世代の方に結婚や子

育てに関する意識を高めていただけるよう取り組むととも

に、ワーク・ライフ・バランスへの取組を支援します。

少子化危機突破プログラム～ 第１子の壁突破 ～
［4,338万円（3,480万円）］

結婚や妊娠・出産の希望がかなう環境づくりのため、これまで実施
してきた出会いから結婚のサポート、妊娠・出産・子育てのサポー
トをさらに拡充します。

再掲＜36頁＞

核家族化の進行や知識不足などによる妊娠・出産への不安や

悩みを持つ方の増加や、晩産化の進行で不妊に悩む方の増

加、周産期の母体・新生児のリスク上昇などを踏まえ、岡山

の充実した医療環境を活用し、妊娠・出産をサポートしま

す。

女性の社会進出に伴う保育ニーズの多様化や、小児科医師や医

療機関の偏在など、子育て世代を取り巻く環境は厳しい状況に

あるため、保育の質的・量的改善や小児医療の提供体制の確保

など、地域における子育て環境の充実に取り組みます。

結婚

トータルサポート

妊娠 出産 子育て

［H28予算額（うち一般財源）］

少子化危機突破プログラム～ 子育て支援の基盤強化 ～

［20億8,872万円（20億5,289万円）］

子ども・子育て支援環境の充実等により、生まれた子どもを安全・
安心に育児できる環境を整えます。

再掲＜37頁＞

－４６－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

若い世代が結婚・妊娠・出産・子育てを安心して行うためには、安定した雇用形態と収入が不可欠であり、若い世代に本県に

定着していただくには、魅力ある「しごと」が必要であるため、県内産業の活性化による「しごと」づくりや、産業を支える

人材育成などを積極的に行うとともに、岡山に人を呼び込む観光産業の一層の活性化に取り組みます。

本社機能移転をはじめとした補助制度の拡充等による効果的な誘致施
策や、立地企業に対する投資環境の整備を進めるとともに、市町村と
連携しながら、産業用地の整備を進めることにより、企業誘致と投資
促進を図ります。

戦略的企業誘致の推進

［15億3,808万円（2,766万円）］

再掲＜25頁＞

本県産業の中核を担う水島コンビナートをアジア有数の競争力を持つ
コンビナートとして発展させるため、規制緩和の推進・支援制度の拡
充等に取り組み、操業環境の向上と投資促進に努めるとともに、国が
進める水素エネルギー社会への今後の取組について研究を進めます。

水島コンビナートの国際競争力強化

［6,340万円（262万円）］
再掲＜26頁＞

岡山空港エプロン整備事業
［720万円（720万円）］

岡山発ローカル・イノベーションの推進

［3,541万円（350万円）］

産学官連携の取組強化により中小企業の有する独自技術を発展させ
新技術・新製品の開発を促進するとともに、県経済をリードする企
業やベンチャー企業を育成することにより、地域経済の活性化を図
ります。

再掲＜27頁＞

ＣＬＴ（直交集成板）の国内主力工場が立地する
優位性を生かし、ＣＬＴ建築産業の土壌を形成す
るため、ＣＬＴ建築の利用技術の検討・開発を行
うとともに、ＰＲや設計技術者等の人材育成を行
います。

おかやまCLTリーディングプロジェクト

［1,000万円（0万円）］
再掲＜27頁＞

①産業振興と雇用創出

日本海と太平洋が高速道路で繋がって平成２８年度で２０周年を迎え
ることから、岡山米子線の暫定２車線区間の４車線化に向けて、情報
発信を行うとともに利用促進のための取組を実施します。

岡山米子線２０th（はたち）メモリアル事業

［326万円（326万円）］ 再掲＜26頁＞

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

岡山空港の既存エプロンの老朽化対策工事の際
に必要な駐機場の確保や夜間駐機を伴う定期便
の誘致促進のため、エプロンを整備します。
（平成２８年度は基本調査等）

再掲＜26頁＞

－４７－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

ＪＲグループと連携した情報発信により、誘客促進と認知度向上
を図ります。また、地域の観光素材を観光客のニーズに合った観
光プログラムへと磨き上げるなど、旅行商品化を一層促進します。

晴れの国おかやま
デスティネーションキャンペーン（ＤＣ）
［1億6,960万円（1億6,960万円）］

再掲＜29頁＞

国内外からの後楽園への来園者の増加を図るため、賑わい創出事業や
特別名勝庭園としての保全整備事業などを実施します。

岡山後楽園の更なる魅力づくり 再掲＜29頁＞

［1億4,234万円（1億2,073万円）］

訪日外国人観光客が過去最高を更新して増加する中、本県のさらなる
認知度向上及び広域周遊ルート定着による外国人観光客誘致促進を図
るとともに、県内での消費増加による地域経済活性化につなげます。

インバウンド（外国人誘客）の拡大

［5,923万円（5,923万円）］

再掲＜30頁＞

就航の計画が示された香港線の安定運航を支援するとともに、ＬＣＣ
を含めた航空会社への働きかけを強化し、観光やビジネスで本県と交
流が活発な地域との路線開設を目指します。

岡山空港の国際定期路線開設に向けた取組

［２億225万円（2億225万円）］

再掲＜30頁＞

自転車による観光の需要増加や外国人をはじめとした
観光客に対応するため、岡山市、総社市と連携して吉
備路自転車道の整備に取り組みます。

吉備路自転車道による観光支援事業

［454万円（454万円）］

再掲＜30頁＞

本県の地域資源である県産木材の有効活用による新たな需要創出
により、林業の成長産業化と地域における産業と雇用の創出を図
ります。

グリーンバイオ・プロジェクト推進事業

［6,928万円（62万円）］

再掲＜28頁＞

航空機業界における新たな受注モデルである、一貫生産体制の構築
の可能性を探りながら、本県のポテンシャルの高さをアピールする
ことにより企業誘致や受注拡大を進め、西日本における航空機産業
拠点の構築を目指します。

西日本における航空機産業拠点の構築

［562万円（58万円）］
再掲＜28頁＞

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

－４８－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

再掲＜33頁＞

県内企業の魅力を次代を担う若い世代に知ってもらい、大学等卒業
後も、ふるさと岡山で就職し、岡山の経済を担うという意識づけを
行うとともに、若者等の本県への就職支援と県内企業への正規雇用
促進を図り、本県への定着と人材還流を強力に推進します。

Ｗｅ Ｌｏｖｅ おかやま就職推進事業

［1億4,076万円（1億1,521万円）］

未来へつなぐ！岡山果樹生産パワーアップ
プロジェクト
［4,969万円（4,969万円）］ 再掲＜31頁＞

強みを生かしたマーケティング＆
ブランディング戦略展開プロジェクト
［6,635万円（0万円）］

再掲＜31頁＞

担い手・労働力確保に向けた
トータルプロジェクト

［273万円（273万円）］

再掲＜32頁＞

県産材の輸出促進や東京五輪施設へのＣＬＴ等の利用促進等、新た
な販路拡大への取組や、労働力の確保や間伐対策等への取組を支援
します。

「伐って、使って、植えて、育てる」林業サイクル
再構築プロジェクト
［1億5,383万円（72万円）］ 再掲＜32頁＞

おかやまで就職して、みんなで生き活きおかやまを創ろう！
Ｗｅ おかやま！

農地集積加速化等による競争力強化プロジェクト

［6億149万円（5,870万円）］ 再掲＜32頁＞

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

地域農業の新たな担い手として企業の農業参入の一層の促進
を図るとともに、林業の担い手や雇用者を確保する取組を支
援します。

技術力やブランド力、未利用のストック等を
活用し、人・農地・技術・販売力をトータル
でコーディネートすることで、新たな生産拡
大のサイクルを創出する取組を支援するとと
もに、清水白桃に偏重した桃について、長期
出荷需要に対応した品種構成への移行等の取
組を支援します。

ブランド力の向上を図るため、海外・
首都圏・関西圏でのＰＲを効果的に実
施するとともに、地域間競争に打ち勝
つため、新たな付加価値を創造する取
組を実施します。

農地中間管理事業の一層の推進により、農地集積の加速化を図ると
ともに、稲作での大規模経営体の育成や地域の実情を踏まえた取組
を支援します。

－４９－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進 ［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

晴れの国ぐらしの魅力発信や相談窓口の充実、受入体制の整備等
により、県外からの移住者１万人（５年間累計）を目指します。

岡山移住１万人プロジェクト推進事業

［3,730万円（0万円）］

② 移住・定住の促進 ③ 多様な人材が活躍する社会の実現

再掲＜40頁＞

子育て中の女性に対して、ライフプランの中での仕事の位置付け
を明確化し、就職への動機付けを高め、働き方の提案を行うとと
もに、企業との出会いの場づくりなどを行い、将来の就労につな
げます。

ママの多様な働き方応援事業

［759万円（759万円）］

再掲＜33頁＞

若者や子育て世代などの方に移住していただくため、温暖な気

候や自然災害の少なさ、充実した交通網などの本県の強みを積

極的にＰＲするとともに、市町村等と連携しながら、移住者等

の受け入れに取り組みます。

誰もがそれぞれの能力を生かし、生き活きと働き、活動でき

る社会を実現するため、性別、年齢、障害の有無に関係な

く、仕事や子育て、地域の活動などに積極的に参画できる環

境づくりに取り組みます。

障害者差別解消・障害者就労移行等連携
支援事業
［944万円（472万円）］

ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者差別の解消や障害
者の就労支援の推進等を重点目標とする第3期障害者計画（平成
28～32年度）を策定し、適切な環境整備、普及啓発活動を行う
とともに、福祉的就労から一般就労への移行・定着を促進しま
す。

再掲＜35頁＞

●2014年ふるさと暮らし希望地域ランキング

【東京】1位：山梨県 2位：長野県 3位：岡山県

【大阪】1位：岡山県 2位：和歌山県 3位：兵庫県、京都府

（※ふるさと回帰支援センター調査）

●2014年度移住者数

1位：岡山県 2位：鳥取県 3位：長野県

（※毎日新聞、ＮＨＫ、明治大学地域ガバナンス論研究室の共同調査）

－５０－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

若い世代の方に岡山に定着していただけるよう、子育て世代が重視する子どもの学力や才能を伸ばすことができる、落ち着い

た学習環境の整備を図るとともに、規範意識や思いやりの心を持った子どもたちの育成に取り組みます。また、生まれ育った

郷土に愛着と誇りを持ち、郷土岡山の活力を生み出す人材などの育成に取り組みます。

④ 魅力ある教育環境の整備

子どもたちが落ち着いて学習できる
環境の整備
［5,597万円（5,597万円）］

心理検査の活用や、暴力行為等の問題行動が見え始めた学校へ早

期から集中的・継続的に支援を行うことなどにより、子どもたち

が落ち着いて学習できる環境を整備します。

再掲＜21頁＞

再掲＜22頁＞

不登校問題への対応

［3億6,576万円（2億7,507万円）］

登校支援員やスクールカウンセラーの増員

配置や、不登校児童の社会的自立の支援す

ることより、不登校児童への支援や、新規

不登校児童の減少に取り組みます。

再掲＜21頁＞

低所得世帯に対する教育費の負担を軽減するため、第１子への

奨学のための給付金の支給額を年額３万９，８００円から

６万７，２００円に引き上げるとともに対象学年を全学年に拡

大します。

私立高校に通う生徒の保護者負担の軽減
（奨学のための給付金の拡充）
［2億3,708万円（1億5,836万円）］

再掲＜23頁＞

［4億5,291万円（3億200万円）］
再掲＜23頁＞

経常費補助金を増額するなど、私立学校の安定的経営の推進に資

するため、私学助成を拡充します。

私立学校の安定的な経営のための私学
助成拡充

［68億6,016万円（59億5,881万円）］

再掲＜23頁＞

［H28予算額（うち一般財源）］

教師の教える技術の向上、
子どもたちの学力が伸びる仕組みづくり
［1億6,195万円（1億1,642万円）］

教員の多忙化を解消するため、教員以外の専門のスタッフを配置す
ることにより、教員が児童生徒と向き合う時間の確保を図ります。

低所得世帯に対する教育費の負担を軽減
するため、第１子への奨学のための給付
金の支給額を年額３万７，４００円から
５万９，５００円に引き上げるとともに
対象学年を３学年に拡大します。

国公立高校に通う生徒の保護者負担の軽減
（奨学のための給付金の拡充）

－５１－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

Ｇ７倉敷教育大臣会合の開催に合わせ、参加者へのおもてなしや、
機運の醸成を図るとともに、岡山の魅力を世界に発信します。

Ｇ７倉敷教育大臣会合の成功に
向けた取組
［1,350万円（1,350万円）］

再掲＜23頁＞

警察官ＯＢによる非行防止教室の開催の促進や、学校警察連絡室

が協力する各学校の実情に応じた対策を推進します。

少年の非行防止・健全育成を図る
ための事業

［1,871万円（1,871万円）］

再掲＜24頁＞

自然災害が少ないという岡山県の特徴を生かしつつ、暮らしに

関わる安全・安心な地域づくりを進めることで、住みやすい岡

山をアピールし移住していただけるよう、防災対策を行うとと

もに、犯罪や交通事故の少ない社会の実現を目指します。

⑤ 安全・安心な地域づくり

県内の先進事例のノウハウを参考に、自主防災活動支援に実績のあ

る県内ＮＰＯとの協働により、土砂災害や浸水害などが想定される

３地区程度の自治会を選定し、専門支援チームを派遣します。

県民避難力強化推進モデル事業

［200万円（200万円）］

再掲＜38頁＞

国の支援計画や県の被害想定に基づく避難者数をもとに、備蓄計画

を見直すとともに、民間のノウハウを活用した支援物資物流体制を

整備します。

南海トラフ地震に備えた公的備蓄の整備

［2,231万円（2,231万円）］
再掲＜38頁＞

通信機能強靱化事業

［8,772万円（22万円）］

大規模災害発生時における国、市町村等との通信を確保するため、

通信回線の信頼性向上や長時間停電による通信途絶を防ぐ電源機能

の強化を行います。

再掲＜38頁＞

［H28予算額（うち一般財源）］

－５２－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

高潮により相当な被害がある海岸を今後概ね５年で指定して高潮
特別警戒水位を定め、周知するとともに、高潮浸水想定区域図を
作成します。

高潮災害による避難体制等の充実・強化の推進

［1,000万円（500万円）］

堤防区間において、堤防等の河川管理施設及び河道の変状や異常等

の状況把握をする目視を中心とした点検を年１回以上実施します。

また、点検及び巡視の結果、河川管理に

おける知見、市町村からの要望を参考に

して、堤防内部の性状を把握する必要が

認められる箇所について、地形調査、地

質調査を行います。

河川堤防の点検および詳細調査

［7,220万円（7,220万円）］

再掲＜38頁＞

子供の犯罪被害回避のため、学習塾等の習い事に通う子供の実態
を把握し、経営者等が参加する防犯ネットワークの構築と防犯指
導の推進を図ります。

子供の犯罪被害回避能力向上等を図るための事業

［243万円（243万円）］

特殊詐欺被害防止のため、高齢者を中心に電話広報による情報提
供を行うほか、広報員が公民館や商業施設等へ直接出向き、防犯
指導を実施します。

特殊詐欺の被害防止を推進するための事業

［2,909万円（2,909万円）］

観光地や空港等を管轄する交番等に外国人用翻訳アプリを搭載し
たタブレット端末を整備し、外国人への対応の円滑化を図ります。

訪日外国人を対象とした地理教示等
地域警察活動円滑化事業

［109万円（109万円）］

県防災行政無線の機能強化事業

［7億3,665万円（11万円）］

県防災行政無線について、気象予警報の細分化や特別警報の新設な
ど防災情報の多様化に対応するため、一部機器を更新整備し、処理
件数の拡大や通信機能の強化など、市町村等の防災関係機関との防
災通信体制を充実強化します。

再掲＜38頁＞

［H28予算額（うち一般財源）］

私立学校施設の耐震化工事を促進するため、私立学校施設の耐震化
工事に対する助成の上限額を１，０００万円から１，５００万円に
引き上げます。（平成２８～３２年度までの時限措置）

私立学校施設の耐震化工事に対する助成の拡充

［8,540万円（2,500万円）］

再掲＜38頁＞

再掲＜38頁＞

再掲＜39頁＞

再掲＜39頁＞

再掲＜39頁＞

－５３－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

２ 人を呼び込む魅力ある郷土岡山づくりの推進

移住・定住や企業誘致などをより一層進めるため、暮らしやすさなど岡山の魅力を積極的にＰＲし、岡山の知名度を高めると

ともに、県民が岡山に愛着と誇りを持って魅力発信ができるような取組を推進します。

岡山のイメージをインパクトのある形で全国に発信するなど、本県の
認知度向上等を目指す戦略を展開します。

「晴れの国おかやま」情報発信力
強化事業
［6,894万円（6,894万円）］

再掲＜43頁＞

スマートフォンの普及等により手軽
で身近な媒体となった動画サイトを
活用し、若者への県政広報の展開、
効果的な情報発信を図ります。

動画を活用した若者への効果的な県政広報の発信

［568万円（568万円）］ 再掲＜43頁＞

⑦ 情報発信力の強化

首都圏情報受発信推進事業

［1億4,258万円（1億3,067万円）］

再掲＜43頁＞

県外への人口流出を食い止め、県外から人を呼び込むためには、各地域において、人口のダム機能を担う拠点性を確保する必

要があるため、日常生活に必要な機能を一定のエリアに集約するなど、持続可能な地域づくりを進める市町村に対して、積極

的な支援を行います。

⑥ 拠点機能の確保

生き活き拠点形成支援事業

［8,800万円（4,400万円）］

再掲＜40頁＞

［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

アンテナショップを活用した情報受発信を進めるとともに、商品
開発や販路開拓を支援して、首都圏ひいては全国における本県の
認知度の向上と岡山ブランドの確立につなげます。

－５４－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

３ 地域の持続的発展のための経済力の確保 ［H28当初＋H27補正予算額]
（ ）は一般財源

中小企業・小規模事業者の「稼ぐ力」の向上

［5,466万円（1,502万円）］
再掲＜27頁＞

人口の減少や高齢化のさらなる進行により、働き手の減少や経済規模の縮小が予想されるため、産学金官の連携を強化し、生

産性の向上や産業の高付加価値化、優れた人材の育成に取り組みます。

販路開拓・付加価値額増大支援事業

［8,611万円（708万円）］

再掲＜28頁＞

① 生産性向上と高付加価値化の促進

４ 地域の持続的発展のための活力の維持

生活を支えるサービスや地域の絆を維持するため、生活機能の集約の取組なども含めた集落機能の維持・活性化を図るととも

に、豊かな自然や文化・スポーツなどの地域資源を活用し、地域経済の活性化などを図るとともに、地域づくりを担う人材の

育成を進めます。

① 地域社会の活性化

野生鳥獣による農林水産被害への対策として、効果をより高めるため

に集落ぐるみでの取組を支援するとともに、鳥獣害対策に関する専門

的な知識・技能を持つ人材による技術的なサポートを実施します。

農林水産業の生産を支える豊かで魅力ある
農村集落活性化プロジェクト

［2,572万円（2,344万円）］

再掲＜32頁＞

電気自動車（ＥＶ）の導入支援や新たな魅力発信に
より、その普及拡大を図るとともに、業務・運輸部
門を中心とした温室効果ガス排出量の削減にもつな
げます。

新エネルギービジョン推進事業

［488万円（0万円）］

再掲＜41頁＞

［H28予算額（うち一般財源）］

優れた人材の育成・確保の取組により、各企業の

体質を強化し企業活動を活性化させるとともに、

新事業展開や事業承継を促進し、生産性の向上や

産業の高付加価値化を通じて、企業の稼ぐ力の向

上を図ります。

本県の強みである精密ものづくり産業や食品産業

の販路開拓と付加価値額向上を支援します。

－５５－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

４ 地域の持続的発展のための活力の維持

アートプロジェクトおかやま推進事業

［1億円（8,145万円）］

再掲＜42頁＞

小・中・高等学校の活性化支援

［300万円（300万円）］

特色ある学校づくりを進める市町村の取組を支援

するとともに、高等学校段階における主権者教育

の推進のため、政治的中立性を確保した指導方法

の研究を行います。

再掲＜44頁＞

キャンプ受け入れ体制整備事業

［1,191万円（1,191万円）］

（H20北京五輪柔道女子オランダ代表
キャンプ風景ｉｎ岡山武道館）

生活圏内の拠点に日常生活に必要なサービス機能を集約し、公共交

通ネットワークで結ぶことで、中山間地域等人口減少が進む地域に

おいても必要な機能を確保・維持し、安心して暮らし続けていくこ

とができるようにする、小さな拠点（生き活き拠点）の形成を促進

します。

生き活き拠点形成支援事業

［8,800万円（4,400万円）］
再掲＜40頁＞

［H28予算額（うち一般財源）］

サッカーとバレーボールのトップクラブチームの試合等を活用し

て、サポーター拡大、誘客に努め、スポーツを通じた地域活性化

を図るとともに、岡山の情報発信を行います。

トップクラブチームサポーター拡大事業

［600万円（600万円）］

再掲＜42頁＞

東京オリンピック等の事前キャンプを誘致
するため、ナショナルチームのキャンプや
トップレベルの大会を誘致し、海外ナショ
ナルチーム等とのつながりを作るとともに、
受け入れ体制の整備を図ります。

アーティスト・イン・レジデンス（作家による滞在制作）など、
地域資源を活用したアートイベントを実施するとともに、県内市
町村の行うアートイベントとの連携によりさらなる集客を図り、
文化による地域の活性化を図ります。

再掲＜42頁＞

－５６－ 平成２８年度の主な事業



岡山県

老朽化の著しい施設等に対する緊急の更新・修繕 等

○補助公共事業等

○国直轄事業

橋梁改良、護岸 等

緊急対策

「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策」（H27.11.26一億総活躍国民会議決定）と

「総合的なＴＰＰ関連施策大綱」（H27.11.25ＴＰＰ総合対策本部決定）に沿って編成された国の補

正予算（H28.1.20成立）に呼応し、本県においても迅速かつ円滑におかやま創生に向けた事業や緊急

的な防災対策など必要な対策を講じます。

公共事業等

約 億円

平成2７年度2月補正予算（緊急対策分）

総 額

○公共施設老朽化対策等事業

その他の事業

おかやま創生に向けた施策を実施するための経費
道路補修、河川改修 等

約46億円

○地方創生加速化事業費

○地域医療介護総合確保事業費

○福祉人材確保等推進事業費

介護福祉士を目指す学生等に対する修学資金等の貸付に

要する経費

国の交付金等を地域医療介護総合確保基金に積み増すた

めの経費

約５１億円

97

道路等の社会インフラの補修等を実施するとともに、

集中豪雨等による災害に備えるための、緊急的な防災

対策 等

○防災・減災等緊急対策事業

マイナンバー制度の導入に伴い、国から高度なセキュリ

ティ対策を求められていることから、自治体情報セキュ

リティクラウドの構築等を行うための経費

○庁内システム運営費

・来てみて岡山！地域を支える人材応援プロジェクト

・ものづくり産業の「強み」を伸ばすトータル支援 等

－５７－



岡山県

G7倉敷教育大臣会合関連事業

時 期 「おかやま教育シンポジウム」4月30日
「Ｇ７倉敷教育大臣会合」5月13日～5月15日

場 所 倉敷市内

概 要 Ｇ７倉敷教育大臣会合の成功に向け、参加者へのおもて
なしや、機運の醸成を図るとともに、岡山の魅力を世界
に発信します。

平成２８年度全国高等学校総合体育大会
「2016 情熱疾走 中国総体」

時 期 ７月28日～８月20日

場 所 岡山県総合グラウンドほか

概 要 高校生最大のスポーツの祭典であるインターハイを、
岡山県を主会場県とした中国５県で開催します。県内
では、ジップアリーナ岡山で総合開会式を行うほか、
８市村で９種目の競技種目別大会を行います。

晴れの国おかやまデスティネーションキャンペーン

時 期 ４月1日～６月30日

場 所 県内各地

概 要 「晴れらんまん おかやまの旅」をテーマに、県内各観
光地でイベントを開催します。

アートプロジェクトおかやま推進事業

時 期 ４月～２月末頃

場 所 岡山県内各地

概 要 作家による滞在制作や、クラシックと舞踊のコラボレー
ションイベントなど、県内各地で様々なアートイベント
を開催します。

平成2８年度の
県の主な行事を
紹介します！

おかやまマラソン２０１６

時 期 11月13日

場 所 岡山市内（県総合グラウンドを発着とするコース）

概 要 中四国最大級の都市型大規模マラソン大会を開催しま
す。併せて、大会前日、当日の両日には、主会場周辺で
「おかやまマラソンＥＸＰＯ」を開催します。

岡山後楽園夜間特別開園「幻想庭園」

時 期 「春の幻想庭園」4月29日～5月31日
「夏の幻想庭園」8月1日～８月31日（予定）
「秋の幻想庭園」11月18日～11月27日（予定）

場 所 岡山後楽園

概 要 園内をロウソクや照明でライトアップするとともに、
様々な催し物等を行うことにより、幻想的な夜の魅力
を楽しんでいただきます。

－５８－



岡山県総務部財政課

住所 〒700-8570 岡山県岡山市北区内山下二丁目４番６号

ＴＥＬ ０８６－２２６－７２３２（直通）

ＦＡＸ ０８６－２２１－６７９８

Ｅ－ｍａｉｌ zaisei@pref.okayama.lg.jp

岡山県総務部財政課ホームページ http://www.pref.okayama.jp/soshiki/8/

さらに詳しい情報は
県のホームページで
ご覧になれます。
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平成２８年２月 

平成２８年度当初予算のあらまし 

【 資料編 】 

岡 山 県 

配  付  資  料   ３ 

財  政  課 
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１　当初予算額（一般会計（当初予算のあらまし１頁））の推移

年度
対前年度
伸率(%)

年度
対前年度
伸率(%)

年度
対前年度
伸率(%)

年度
対前年度
伸率(%)

Ｓ２２ 561 － Ｓ４２ 54,073 11.1 Ｓ６２ 521,317 2.0 Ｈ１９ 694,180 △ 0.1

Ｓ２３ 1,119 99.5 Ｓ４３ 64,441 19.2 Ｓ６３ 544,042 4.4 Ｈ２０ 683,863 △ 1.5

Ｓ２４ 3,354 199.7 Ｓ４４ 72,327 12.2 Ｈ元 577,787 6.2 Ｈ２１ 661,800 △ 3.2

Ｓ２５ 4,312 28.6 Ｓ４５ 84,721 17.1 Ｈ２ 622,715 7.8 Ｈ２２ 664,863 0.5

Ｓ２６ 4,321 0.2 Ｓ４６ 103,643 22.3 Ｈ３ 666,769 7.1 Ｈ２３ 660,197 △ 0.7

Ｓ２７ 6,795 57.3 Ｓ４７ 124,275 19.9 Ｈ４ 705,531 5.8 Ｈ２４ 648,714 △ 1.7

Ｓ２８ 8,894 30.9 Ｓ４８ 161,494 29.9 Ｈ５ 736,141 4.3 Ｈ２５ 656,183 1.2

Ｓ２９ 9,964 12.0 Ｓ４９ 181,571 12.4 Ｈ６ 778,671 5.8 Ｈ２６ 660,234 0.6

Ｓ３０ 9,995 0.3 Ｓ５０ 225,530 24.2 Ｈ７ 774,527 △ 0.5 Ｈ２７ 705,570 6.9

Ｓ３１ 11,764 17.7 Ｓ５１ 257,878 14.3 Ｈ８ 807,022 4.2 Ｈ２８ 719,095 1.9

Ｓ３２ 13,269 12.8 Ｓ５２ 283,301 9.9 Ｈ９ 778,019 △ 3.6

Ｓ３３ 14,174 6.8 Ｓ５３ 331,542 17.0 Ｈ１０ 792,125 1.8

Ｓ３４ 15,614 10.2 Ｓ５４ 364,558 10.0 Ｈ１１ 801,497 1.2

Ｓ３５ 17,644 13.0 Ｓ５５ 396,783 8.8 Ｈ１２ 821,368 2.5

Ｓ３６ 21,916 24.2 Ｓ５６ 419,017 5.6 Ｈ１３ 825,269 0.5

Ｓ３７ 27,442 25.2 Ｓ５７ 435,381 3.9 Ｈ１４ 772,575 △ 6.4

Ｓ３８ 30,748 12.0 Ｓ５８ 449,841 3.3 Ｈ１５ 771,285 △ 0.2

Ｓ３９ 38,935 26.6 Ｓ５９ 458,710 2.0 Ｈ１６ 734,971 △ 4.7

Ｓ４０ 42,056 8.0 Ｓ６０ 487,194 6.2 Ｈ１７ 718,799 △ 2.2

Ｓ４１ 48,679 15.7 Ｓ６１ 511,055 4.9 Ｈ１８ 695,061 △ 3.3

※当初予算額については、当初骨格予算として編成された年度は、肉付後の予算を計上

予算額（百万円） 予算額（百万円） 予算額（百万円） 予算額（百万円）
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２　当初予算額の推移（一般会計・歳入（当初予算のあらまし２頁））
（単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　年　　度

区　　分

215,959 265,134 264,949 225,180 185,040 188,913 193,707 193,062 201,033 237,368 245,686

36,838 35,873 34,289 36,193 33,247 34,207 35,890 33,752 42,675 63,401 68,469

36,261 4,289 4,339 15,373 22,427 23,156 25,237 27,703 34,987 34,243 30,500

1,174 1,769 2,978 2,550 2,497 2,293 676 700 690 690 750

155,500 149,500 147,000 157,600 161,000 168,700 167,100 165,100 169,300 166,400 166,800

1,000 1,000 900 700 700 700 600 600 600 600 570

446,732 457,565 454,455 437,596 404,911 417,969 423,210 420,917 449,285 502,702 512,775

9,187 8,895 7,105 5,548 4,882 5,221 5,094 6,894 5,362 4,571 6,481

11,503 10,500 10,396 10,282 6,059 6,020 5,905 5,896 7,412 8,708 10,088

88,782 81,834 76,024 69,947 75,850 70,872 68,854 67,874 70,357 72,032 74,906

　(1)ＮＴＴ債償還補助 769

　(2)そ   の   他 88,013 81,834 76,024 69,947 75,850 70,872 68,854 67,874 70,357 72,032 74,906

1,294 1,369 2,512 2,456 1,815 1,292 1,436 1,319 1,422 1,663 1,862

32,480 30,348 25,326 18,511 34,400 36,393 28,172 34,087 20,164 19,638 24,749

　(1)財調・減債取崩 947 2,047 164 0 0 1 2,062 9,256 3,397 7,357 11,540

　(2)基金繰替運用 18,867 15,128 13,600 3,712 1,522 0 0 2,178 0 0 0

　(3)その他繰入 12,666 13,173 11,562 14,799 32,878 36,392 26,110 22,653 16,767 12,281 13,209

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

17,652 16,974 16,839 14,860 11,676 12,465 11,423 11,105 10,896 10,077 10,524

87,431 86,695 91,206 102,600 125,270 109,965 104,620 108,091 95,336 86,179 77,710

　(1)臨時財政対策債 22,500 20,300 24,700 50,000 75,300 61,700 61,300 62,900 55,000 44,800 39,600

　(2)退職手当債 3,000 9,000 10,300 11,700 11,600 9,000 9,000 10,000 8,841 7,000 6,000

　(3)そ  の  他 61,931 57,395 56,206 40,900 38,370 39,265 34,320 35,191 31,495 34,379 32,110

695,061 694,180 683,863 661,800 664,863 660,197 648,714 656,183 660,234 705,570 719,095

　　うち自主財源　計 324,913 369,093 361,416 313,030 277,119 284,511 281,627 286,115 288,964 345,426 367,859

　　うち依存財源　計 370,148 325,087 322,447 348,770 387,744 375,686 367,087 370,068 371,270 360,144 351,236

28年度27年度

依存財源：地方譲与税、地方特例交付金、地方交付税、交通安全対策特別交付金、国庫支出金、県債

23年度 26年度

 10 財  産  収  入

  7 分担金及び負担金、寄附金

  6 交通安全対策特別交付金

19年度 25年度21年度

  4 地方特例交付金

  3 地 方 譲 与 税

  2 地方消費税清算金

小             計

 12 繰    越    金

 13 諸    収    入

 11 繰    入    金

  9 国 庫 支 出 金

 14 県　　　　　債

  1 県    　    税

24年度20年度

自主財源：県税、地方消費税清算金、分担金及び負担金、寄附金、使用料及び手数料、財産収入、繰入金、繰越金、諸収入

22年度

  8 使用料及び手数料

18年度

  5 地 方 交 付 税

合          計
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３　当初予算額の推移（一般会計・性質別歳出（当初予算のあらまし３頁））

（単位：百万円）

年　　度

 区　　分

476,842 483,297 489,202 535,788 546,202 76.0%

人    件    費  215,892 224,495 223,115 225,333 223,508 31.1%

公    債    費 105,210 102,087 103,648 105,129 104,731 14.6%

社会保障関係費 79,297 81,934 85,096 93,305 96,615 13.4%

 医療 38,181 38,940 40,314 45,275 46,752 6.5%

 介護 22,615 23,558 24,455 24,400 24,779 3.4%

 子ども 9,193 9,530 9,925 12,504 13,326 1.9%

 その他 9,308 9,906 10,402 11,126 11,758 1.6%

そ   の   他 76,443 74,781 77,343 112,021 121,348 16.9%

100,931 103,561 100,946 100,747 104,409 14.5%

運    営    費 27,585 26,098 27,147 28,875 28,417 3.9%

事    業    費 73,346 77,463 73,799 71,872 75,992 10.6%

70,941 69,325 70,086 69,035 68,484 9.5%

公共事業等費 57,081 57,777 57,640 58,365 57,555 8.0%

 補助公共 35,831 34,988 36,389 37,483 36,927 5.1%

 単独公共 13,345 13,723 13,716 12,944 12,928 1.8%

 維持修繕 3,593 4,706 5,130 5,350 5,844 0.8%

 その他 4,312 4,360 2,405 2,588 1,856 0.3%

国直轄事業負担金 8,820 7,510 8,487 7,277 7,607 1.0%

災害復旧事業費 5,040 4,038 3,959 3,393 3,322 0.5%

648,714 656,183 660,234 705,570 719,095 100.0%

※平成２４年度予算以降、新しい分類で整理

27年度

 一般行政経費

 投資的経費

26年度25年度

 義務的経費

構成比
24年度

合        計

28年度
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３　【参考】当初予算額の推移（一般会計・国の区分に基づく性質別歳出）
（単位：百万円）

年　　度

 区　　分

362,792 353,163 353,497 339,403 335,349 332,918 333,354 339,051 340,778 347,711 343,666 47.7%

人    件    費  237,733 237,817 236,814 225,508 222,447 218,761 216,935 225,693 224,457 226,862 226,012 31.4%

扶    助    費 18,445 12,966 12,942 10,165 10,878 10,674 11,403 11,617 13,228 16,052 13,168 1.8%

公    債    費 106,614 102,380 103,741 103,730 102,024 103,483 105,016 101,741 103,093 104,797 104,486 14.5%

　(1)ＮＴＴ債償還額 769 0.0%

　(2)臨時財政対策債 3,788 6,025 8,803 10,646 12,658 15,367 17,017 18,892 23,764 27,374 30,540 4.2%

　(3)そ   の   他 102,057 96,355 94,938 93,084 89,366 88,116 87,999 82,849 79,329 77,423 73,946 10.3%

122,722 113,785 106,916 87,863 89,789 89,378 81,989 81,705 79,413 78,019 78,579 11.0%

普通建設事業費 117,232 109,063 103,418 84,681 81,038 85,789 78,166 77,862 75,530 74,732 75,343 10.5%

 補助事業費 54,139 47,387 42,758 36,365 40,622 41,193 47,727 48,397 44,129 43,996 46,340 6.4%

 単独事業費 47,651 45,404 44,028 35,719 31,257 36,549 21,619 21,955 22,914 23,459 21,396 3.0%

 国直轄事業負担金 15,442 16,272 16,632 12,597 9,159 8,047 8,820 7,510 8,487 7,277 7,607 1.1%

災害復旧事業費 5,490 4,722 3,498 3,182 8,751 3,589 3,823 3,843 3,883 3,287 3,236 0.5%

 補助事業費 4,823 4,425 3,334 3,019 8,589 3,423 3,655 3,674 3,706 3,103 3,062 0.5%

 単独事業費 667 297 164 163 162 166 168 169 177 184 174 0.0%

209,547 227,232 223,450 234,534 239,725 237,901 233,371 235,427 240,043 279,840 296,850 41.3%

物    件    費 28,445 27,230 27,473 26,714 28,237 27,649 25,863 25,483 26,414 26,254 27,438 3.8%

維 持 補 修 費 9,663 9,459 9,034 8,519 8,638 8,238 7,982 8,514 9,254 9,099 9,511 1.3%

補  助  費  等 149,233 169,190 168,328 182,605 188,996 189,151 187,607 185,602 190,810 230,862 247,877 34.5%

　(1)地方消費税清算金 33,103 35,811 36,864 43,112 33,943 35,956 36,571 35,543 40,220 61,252 66,166 9.2%

　(2)地方消費税交付金 18,658 18,189 17,404 18,407 16,868 18,253 18,208 18,126 21,425 32,156 34,726 4.8%

　(3)そ   の   他 97,472 115,190 114,060 121,086 138,185 134,942 132,828 131,933 129,165 137,454 146,985 20.5%

積    立    金 2,264 2,127 2,542 2,815 2,444 1,687 2,935 1,480 2,851 4,174 5,221 0.7%

 財調基金積立金 1 7 3 5 13 21 13 23 22 0.0%

 減債基金積立金
(市場公募積立除く)

8 3 14 55 15 13 15 14 0.0%

 そ    の    他 2,264 2,127 2,541 2,800 2,438 1,668 2,867 1,444 2,825 4,136 5,185 0.7%

投資及び出資金 3,138 3,175 3,329 3,024 2,968 2,977 953 2,692 339 314 306 0.1%

貸    付    金 7,577 6,934 6,275 4,845 2,462 2,325 2,242 2,045 1,904 849 834 0.1%

繰    出    金 9,027 8,917 6,269 5,812 5,780 5,674 5,589 9,411 8,271 8,088 5,463 0.8%

予    備    費 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 0.0%

695,061 694,180 683,863 661,800 664,863 660,197 648,714 656,183 660,234 705,570 719,095 100.0%

※扶助費に区分していた高等学校就学支援金について、国からの通知に基づき平成28年度以降は補助費等へ区分している

構成比

投資的経費

義務的経費

22年度 26年度 28年度

合        計

27年度18年度 19年度 20年度 21年度 23年度 25年度24年度

その他の経費

※ 
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４　当初予算額の推移（一般会計・目的別歳出（当初予算のあらまし４頁））
（単位：百万円）

年　　度

 区　　分

1 1,659 1,719 1,647 1,517 1,537 1,666 1,576 1,597 1,580 1,554 1,563

2 45,721 52,007 52,246 44,073 47,743 40,083 38,130 38,522 33,627 36,672 37,820

3 71,515 76,032 77,968 79,244 92,666 96,750 95,578 96,844 100,609 99,467 103,042

4 15,188 13,988 13,162 13,600 15,695 20,753 20,139 17,012 14,307 20,814 21,645

5 1,613 1,649 1,319 4,285 8,942 8,468 3,486 3,758 3,567 2,233 1,471

6 54,146 49,931 44,219 39,944 37,688 36,157 33,672 37,059 36,047 34,535 38,215

7 11,001 11,085 10,396 9,186 8,665 7,535 7,287 8,790 8,888 8,260 7,634

8 95,152 89,392 85,102 71,334 62,483 62,067 58,939 58,912 60,140 60,469 56,912

9 47,009 47,799 46,266 45,766 46,293 45,454 45,575 46,114 45,444 45,867 47,337

10 180,294 180,667 180,826 171,892 171,002 170,198 170,345 178,359 177,989 182,385 182,770

11 5,783 4,748 3,757 3,455 9,023 3,872 4,103 3,969 3,999 3,433 3,363

12 106,699 102,509 103,922 103,927 102,254 103,646 105,210 102,087 103,648 105,129 104,731

13 59,081 62,454 62,833 73,377 60,672 63,348 64,474 62,960 70,189 104,552 112,392

14 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200

695,061 694,180 683,863 661,800 664,863 660,197 648,714 656,183 660,234 705,570 719,095

28年度26年度

民 生 費

衛 生 費

24年度

議 会 費

18年度 25年度

予 備 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

警 察 費

教 育 費

合        計

27年度

総 務 費

19年度 23年度20年度 21年度 22年度

諸 支 出 金
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５　当初予算額の推移（全会計）

（単位：百万円）

年　　度

 区　　分

695,061 694,180 683,863 661,800 664,863 660,197 648,714 656,183 660,234 705,570 719,095

185 127 96 93 78 93 93 73 79 114 88

251 249 273 251 248 238 － － － － －

445 473 433 286 300 315 － － － － －

1,266 1,008 1,004 1,177 1,201 1,208 1,225 1,226 1,312 1,323 1,342

69,974 71,595 67,603 67,812 65,242 64,064 62,826 61,534 60,248 58,861 43,508

17 17 19 19 14 33 － － － － －

754 684 806 770 768 789 803 782 782 782 784

113 112 110 105 102 102 113 101 101 101 101

2,645 2,903 2,761 3,123 2,237 1,835 1,644 1,888 1,714 2,215 1,198

2,725 2,399 2,141 2,410 1,522 1,480 1,483 1,449 1,512 1,829 2,794

13,058 12,828 9,759 8,720 3,419 3,441 2,605 2,418 2,388 1,592 1,575

298 314 279 255 251 259 267 258 262 257 262

4,832 4,886 4,470 4,566 4,336 4,507 5,688 4,218 4,567 4,170 4,600

7,095 6,599 7,747 7,184 5,691 5,441 5,641 5,628 4,514 5,130 5,541

132 114 124 117 124 130 － － － － －

11,469 11,142 10,687 8,600 7,762 6,718 7,270 7,118 5,491 5,660 6,036

1,263 1,346 1,097 638 1,218 910 200 210 220 214 216

125,588 145,896 164,571 194,611 188,139 169,776 172,224 163,026 227,622 188,605 185,927

242,110 262,692 273,980 300,737 282,652 261,339 262,082 249,929 310,812 270,853 253,972

937,171 956,872 957,843 962,537 947,515 921,536 910,796 906,112 971,046 976,423 973,067

5,151 5,295 3,237 5,243 3,791 3,026 5,537 6,339 4,461 4,289 5,457

7,520 9,535 9,550 6,779 7,654 8,528 7,281 10,785 7,827 8,059 7,539

2,576 － － － － － － － － － －

15,247 14,830 12,787 12,022 11,445 11,554 12,818 17,124 12,288 12,348 12,996

952,418 971,702 970,630 974,559 958,960 933,090 923,614 923,236 983,334 988,771 986,063

林 業 改 善 資 金 貸 付 金

一 般 会 計

沿 岸 漁 業 改 善 資 金
貸 付 金

26年度

流 域 下 水 道 事 業

28年度

農 業 改 良 資 金 貸 付 金

21年度

県 営 食 肉 卸 売 市 場

計

計

造 林 事 業 等

心 身 障 害 者 扶 養
共 済 制 度

公 債 管 理

一般会計＋特別会計

特
　
　
　
　
　
　
　
別
　
　
　
　
　
　
　
会
　
　
　
　
　
　
　
計

後 楽 園

港 湾 整 備 事 業

全会計合計

企
業
会
計

県 営 電 気 事 業

県 営 工 業 用 水 道 事 業

病 院 事 業

内 陸 工 業 団 地 及 び 流
通 業 務 団 地 造 成 事 業

27年度

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 金

19年度 23年度20年度 25年度

用 品 調 達

公 共 用 地 等 取 得 事 業

中 小 企 業 支 援 資 金
貸 付 金

県 立 高 等 学 校 実 習 経 営

24年度18年度 22年度

収 入 証 紙 等

農 業 総 合 セ ン タ ー 農 業
試 験 場 実 験 農 場
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６　県の地方一般財源総額の推移

2,555 

2,173 
2,037 

1,780 1,698 1,717 

2,076 

2,363 2,304 2,284 2,280 2,243 
2,112 2,064 

74 

55 

56 

53 
61 73 

180 

249 
255 259 284 357 

349 
313 

1,769 

1,851 2,031 

2,197 2,391 2,335 

1,891 

1,577 1,599 1,688 1,654 
1,704 

1,867 
1,918 

69 
274 293 

71 
208 322 

261 289 292 266 272 
242 259 

262 

254 269 

4,398 

(4,079) 

(4,124) (4,030) (4,150) (4,125) (4,147) (4,189) (4,158) (4,231) (4,218) 

(4,304) 

(4,328) (4,295) 

457 
326 

250 225 203 247 

500 

753 

617 613 629 
550 

448 396 

4,150  

4,332  
4,352  4,411  4,414  4,439  4,455  4,430  4,473  4,477  

4,635  

4,856  4,857  

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

地方交付税等 地方譲与税等 県税 消費税増税による影響額 税源移譲等による影響額 臨時財政対策債 （  ）は税源移譲等による影響額を除いた額 

交付税 
ショック 

（億円） 

※ 

※税源移譲等による影響額を除く総額 

（年度） 

※県税：地方消費税清算後の額（税源移譲、消費税率引上げ等による影響額は含まれない）、地方譲与税等：地方譲与税＋地方特例交付金、 
    地方交付税等：地方交付税＋臨時財政対策債 

※三位一体の改革に伴う税源移譲等により、形式上税収が増加しているが、これは国から地方へ移された歳出の増に合わせたものであり、実質的な増収にはつながっていない 
※H26からは、消費税率引上げによる影響額を記載している 
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７　県税収の推移

####

              ※　 H19以降  三位一体の改革に伴う税源移譲により個人県民税が増加　　

                     H21以降  法人事業税が一部国税化されたことにより法人二税が減少（H２２から通年化）。　なお、（　　）書きは国税である地方法人特別譲与税を含めた額。　　　

781 

953 936 

521 

298 
358 378 381 

435 
512 533 

120 

192 
200 

221 246 

319 

312 276 

337 

365 375 

439 

361 

367 
374 

382 

406 

646 688 

733 

740 732 

666 

604 

593 
602 579 

574 

611 
623 

309  

593  606  

626  

587  
571  

583  589  

595  

605  
613  

2,160 

2,651 2,649 

2,252 

1,850 
1,889 

1,937 1,931 

2,010 

2,374 
2,457 

(2,372) 

(2,042) 
(2,089) 

(2,158) (2,177) 

(2,329) 

(2,686) 
(2,733) 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28（年度） 

（億円） 

個人県民税 その他の税 地方消費税 法人二税 地方法人特別譲与税 
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８　社会保障関係費の推移（一般財源ベース）

医　療：後期高齢者医療費、国民健康保険費、難病医療費、後期高齢者医療財政安定化基金積立金、母子医療対策費、結核健康診断・医療費、

　　　　国民健康保険財政安定化基金積立金

介　護：介護給付費負担金、介護保険財政安定化基金積立金

子ども：児童手当費、子ども・子育て支援新制度給付費、児童保護費、児童扶養手当費、特別支援学校就学奨励費

その他：自立支援給付費、精神障害者自立支援給付費、生活保護費、精神保健措置費、特別障害者手当等給付費、生活困窮者自立支援費

257 
280 

303 
327 

350 347 
378 385 401 

432 441 

172 

177 
181 

197 

206 221 

226 
235 

245 

244 
247 

75 

78 

78 

72 

76 
76 

78 
82 

85 

112 
121 

34 

49 

50 

51 

56 
62 

77 
82 

87 

95 
101 

538 

584 

612 

647 

688 
706 

759 
784 

818 

883 

910 

(593)  

(638)  
(665)  

(685)  
(727)  

(745)  

(793)  

(819)  

(851)  

(933)  
(966)  

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円） 

（年度） 

※（  ）は事業費ベース 

医療 

介護 

子ども 

その他 
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９　公共事業費の推移（一般会計・事業費ベース）

####

※　 H１９以降  三位一体の改革に伴う税源移譲により個人県民税が増加　　　 

 H２１以降  法人事業税が一部国税化されたことにより法人二税が減少（H２２から通年化）　　　　　

285  309  
349  395  

492  517  
552  

666  
596  

509  
486  480  

474  434  430  408  397  
336  

315  284  
235  214  

121  134  137  137  129  129  

794 759 

815 

869 

906 
915 

990 

923 

889 

778 801 807 825 

758 
698 

642 

530 

501 

423 

374 

332 

288 

387 358 350 364 375 369 

 1,079   1,068  

 1,164  

 1,264  

 1,398  
 1,432  

 1,542  

 1,589  

 1,485  

 1,287   1,287   1,287   1,299  

 1,192  

 1,128  

 1,050  

 927  

 837  

 738  

 658  

 567  

 502   508  
 492   487   501   504   498  

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（億円） 

（年度） 

補助公共 

単県・単独公共 

※平成２４年度より「維持修繕費」 
   として予算分類しており、それ      
    以降について記載 
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１０　職員定数の推移

※知事部局等には企業局職員を含まない。（H28.4.1現在の企業局職員定数：120人）

18,178  

17,961  

17,764  

17,552  

17,409  17,409  17,461  
17,383  

17,320  

17,090  17,079  17,046  

16,860  
16,803  

16,898  16,932  16,893  
17,011  17,053  17,030  

16,000

18,000

5,836  
5,755  

5,668  
5,573  

5,439  
5,359  5,295  

5,220  
5,089  

4,970  

4,622  
4,549  

4,317  
4,179  

4,017  
3,927  

3,827  3,764  3,696  3,707  

3,549 3,549 3,549 3,549 3,549 
3,627 

3,707 3,762 3,812 3,872 3,883 3,878 3,889 3,888 3,894 3,897 

3,902 3,912 3,927 3,943 

3,000

6,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（年度） 

（人） 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

教育委員会 

知事部局等 

警察本部 
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１１　消費税率引上げによる社会保障関係経費への影響

項　　　　　　目 影響額

 消費税率引上げによる増収見込額 28,349 13,486 (8,179)

 地方消費税清算金収入 28,286  ① 子ども・子育て支援の充実 5,362 (5,361)

項　　　　　　目 影響額

　社会保障の充実

8,124△ 27,334

社
会
保
障
の
充
実
・
安
定
化

(2,818)

△ 14,346

歳　　　入　　　合　　　計
（参考）社会保障４経費
　　　　その他社会保障施策に要する経費

(98,958)115,655

14,955

 地方消費税清算金支出（※）

－ 地方消費税交付金　　（※）

 ② 医療・介護の充実

　既存の社会保障施策への財源 (6,776)

消費税・地方消費税の引上げに伴い、消費税の適正な転嫁を行いつつ、その増収分により子ども・子育て支援や医療・介護などの 
社会保障施策を充実させています。 
 ※ 引上げ分の地方税収については、全額社会保障施策に要する経費に充当しています。 

歳入増  150  億円については、全額社会保障施策に要する経費に充当 

歳入への影響 

（単位：百万円） （単位：百万円） 

※ 消費税の増収に連動して増加する地方消費税清算金支出及び 
  地方消費税交付金は歳入のマイナス分として整理している。 （ ）は一般財源の額 

歳出への影響 
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拡充

4,143

(202,184) 合計

114,213

拡充

2,909

拡充

7,153

拡充

7,745

拡充

52,615

社会的自立サポート事業
新規

5,659

運動部活動支援員派遣事業
新規

33,989

集まれ！小学生学びの
チャレンジコンテスト

放課後学習サポート事業

学力向上アドバイザー事業

学力向上市町村プロジェクト事業

不登校関係の機関等との連携事業

頑張る学校応援事業

学力定着状況たしかめテスト

小学校における不登校対策
実践研究事業

新規

3,653

新規

33,483

新規

5,110
就学前教育推進プロジェクト

3,000

新規

31,037

新規

33,654

25,490

拡充

合計

81,042

合計

106,127

拡充

11,973

拡充

4,480

拡充

3,279

(202,184)

家庭学習のスタンダード作成事業

教師業務アシスタント配置事業

新規

拡充

5,010

新規

30,000

7,000

新規

新規

29,430

2,071

合計

58,920

スクールカウンセラー配置事業
拡充

11,985

5,434

新規

新規
平成２６年度拡充 

平成２５年度 

平成２６年度 

教育委員会の重点事業推移について① 
（学力向上プログラム関係） 

平成２７年度 

平成２７年度拡充  

  

平成２７年度拡充 

平成２６年度拡充 平成２７年度拡充 

平成２８年度 

平成２８年度拡充  

平成２８年度拡充 

平成２８年度拡充 

（単位:千円） 

平成２８年度拡充  

平成２８年度拡充  
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合計

87,909

拡充

22,831

拡充

5,150

拡充

6,000

学級崩壊等早期対応事業

新規

46,366

落ち着いた学級づくり支援事業

新規

7,562

113,269 5,807 4,424

拡充

学校警察連絡室の発足

14,658

スクールソーシャルワーカーを
活用した行動連携推進事業

拡充 拡充

小学校長期宿泊体験活動
推進プロジェクト

暴力行為対策アドバイザー配置事業

明るい学校づくり支援事業

いじめ防止対策等総合推進事業

新規

2,041

新規

26,412

41,955

新規

拡充

9,712

新規

2,955

拡充

2,346

スマホ・ネット問題総合対策の推進

新規

378
出席停止の効果的な在り方の研究

合計

新規

合計

137,639 10,103

合計

76,215

平成２５年度 

教育委員会の重点事業推移について② 
（徳育推進プログラム関係） 

平成２７年度 

平成２６年度 

平成２６年度拡充 平成２７年度拡充 

平成２８年度拡充  

平成２８年度拡充 

平成２８年度 

平成２７年度拡充 

平成２８年度拡充  

（単位:千円） 
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